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　今月も「科学技術動向」をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産官学から成る科学技術
人材のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは
意見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　月刊「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段
の一つとして、2001 年4月以来、毎月、編集・発行を行っています。意
識レベルの高い科学技術関係者の方々、すなわち、科学技術全般に関し
て広く興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んで
いただけるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術
および政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国
の動向や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これら
は、科学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議
を重ねた上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の
形で海外への情報発信も行っています。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省科学技術政策研究所
　　　　　　　　　　　　　　科学技術動向研究センター　センター長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奥和田　久美
【連絡先】〒１００－００１３　
　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
【電　話】０３－３５８１－０６０５【FAX】０３－３５０３－３９９６
【 U R L 】http://www.nistep.go.jp
【E-mai l】stfc@nistep.go.jp
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記の URL にアクセスいただき「科学技術
動向・月報一覧」でご覧いただけます。
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本文は p.8 へ
持続可能な交通システムへのモーダルシフト
－都市における路面交通システム（LRT、BRT、バス）の方向性－
　2007 年に発表された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第 4 次評価報告書が示
した温室効果ガス緩和策の一つに、車から公共交通へのモーダルシフト（輸送手段の転換）
が挙げられており、車に過度に依存したライフスタイルや行動パターンの変革を後押し
する政策が不可欠と述べられている。また、1996 年に OECD が定義した“環境的に持続
可能な交通システム” EST（Environmental Sustainable Transport）では、環境的側面
だけでなく人々の健康面や社会、経済的側面からの指針が示されており、我が国におい
ても、温暖化対策とともに、都市のコンパクト化を目指したまちづくりを実現・推進す
るためのキーワードの一つとして位置づけられている。
　最近、国内外でよく見かけるようになってきた LRT（Light Rail Transit）と呼ばれる
路面電車や BRT（Bus Rapid Transit）と呼ばれる車両連結型のバスは、このような社会
的要請に応えるべく登場してきたものである。新交通システムに迫る速度と、モノレー
ル（新交通システム）の 2 ～ 5 割の整備コストという位置付けが、これまでのトランスポー
テーションギャップを補うものと期待され、多くの都市で活発に導入されている。近未
来的な外観とともに、低床化や IC カード式改札という新技術も搭載されている。また、
電池を搭載し給電を必要としない LRT の実用化も急速に進展中である。
　将来の路面交通機関のあり方として望まれるものは、｢ 安全で環境にやさしく、コンパ
クトで活気のあるまちづくりに貢献する公共交通 ｣ であると言うことができる。利便性
と社会的便益を高めるための技術開発をさらに推進することができれば、都市における
自発的な公共交通へのモーダルシフトはより加速し、過度な車依存社会から脱すること
が可能になるものと考える。
科学技術動向
概　要
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
公共交通機関の輸送能力 公共交通機関の整備コスト
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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　 本文は p.21 へ
海洋管理時代の幕開けと海洋科学技術
　これまで海洋は広く自由に利用できるものとされてきた。しかし近年はそれが見直され、
海洋を管理する枠組が構築されてきた。また地球環境問題についても海洋の役割が認識さ
れるようになってきた。このような海洋管理時代に対応すべく、我が国では海洋基本法が
2007 年 7月 20 日に施行された。これを受けて海洋に関する施策を総合的かつ計画的に
推進するために、今後 5ヵ年にわたる施策の基本方針となる海洋基本計画が 2008 年 3月
18 日に策定された。基本計画の政策目標は、①海洋における全人類的課題への先導的挑
戦であり、②豊かな海洋資源や海洋空間の持続可能な利用に向けた礎づくりであり、③安
全・安心な国民生活の実現に向けた海洋分野での貢献、とされ、「海洋を利用する観点」か
ら「海洋を管理する観点」へと政策の基本を転換することが明確に示された。　
　これにより我が国は、海洋管理時代が幕をあけることになり、「海洋立国」という観点か
ら海洋政策が展開されることになった。海洋における科学研究や技術開発では、優れた研
究者の育成、先端的な研究調査プラットフォームの整備および向上、これらを運用する技
術者の育成などが課題となる。
　海洋基本計画を実施していくにあたり、内閣に新たに設置された総合海洋政策本部は、
各省庁が責任をもって担当している海洋施策については調整機関となるとともに、国家の
基本政策として進めるべき課題ではトップダウンで主導していくことが期待される。さら
に、「海洋」を我が国の主権が及ぶ排他的経済水域（EEZ）などの狭い範囲に限定することな
く、地球全体の海洋を通して世界と広く「繋がる」ことができるようにすること、また我が
国の海洋科学技術政策が世界のモデルとなっていくことを期待したい。
科学技術動向
概　要
総合海洋政策本部に期待されるトップダウン型の役割
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科学技術動向研究センターにて作成
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　米国パデュー大学は、米国の化石燃料消費に伴
うこれまでの CO2 排出量について、全米地域を対
象に 1 時間毎の時系列変化を俯瞰できる Vulcan
という解析システムが完成したことを公表した
（2008 年 4 月）1）。
　Vulcan は、米国航空宇宙局（NASA）と米国エ
ネルギー省（DOE）の助成によって、北米炭素プ
ロ グ ラ ム（North American Carbon Program；
NACP) のもと、パデュー大学を中心にしたチー
ムによって実施されたプロジェクトである。この
プロジェクトの目的は、米国本土の CO2 排出量分
布を、空間単位で 10km、時間単位で 1 時間とい
う精度で可視化することにあり、それまで報告さ
れていた 1 ヶ月毎の排出分布結果に対して飛躍的
な改善をねらったものである。本成果は、NASA
が 2008 ～ 2009 年に実施を計画している新たな
衛星打ち上げミッション OCO（Orbiting Carbon 
Observatory、炭素観測衛星 ) に資するデータベ
ースとしても活用する予定である。
　Vulcan は、全米の主要な発電所や工場などの連
続的な排出モニタリング、産業地帯の排出モデル、
米国環境保護庁 (EPA）による自動車の排ガス測定
とそれによるモデル、その他、民生・産業などセ
クター別の種々な結果を重ね合わせて計算する解
析および表示システムである。図表 1 は 2002 年
の年間排出量に関する計算結果である。データベ
ース上では、2002 年の 1 年間の排出量分布変化
を 1 時間ごとの視覚化データとしてアニメーショ
ン表示することができる。また図表 2 は、図表 1
の排出量を大気濃度に変換し、1998 年に別のモデ
ルによって計算された濃度と比較した結果である。
これによって、南東地域での排出量の増加傾向が
顕著であったことが判明したと報告されている。
　この解析システムはあくまで排出量データに基
づくもので、実際に地球上にストックされている
CO2 の総量を現すものではない。また、これらは
 環境分野	 TOPICS	 Environment Science
トピックス 1　CO2 排出量分布の高精度可視化手法
過去の排出量の再現であり、現状をリアルタイム
に表すものではない。しかしながら、場所・時間・
量などの CO2 排出状況が詳細に把握できること
によって、排出責任や地域性に対応した具体的な
CO2 低減目標などの環境・エネルギー政策策定に
資する有用なツールになるものと考えられる。
参　考
1) パデュー大学プレスリリース（2008 年 4 月 7 日 )：
http://news.uns.purdue.edu/x/2008a/080407GurneyVulcan.html
　2008 年 4 月、米国パデュー大学は、全米地域のこれまでの CO2 排出量分布を時系列で俯瞰でき
る解析システム（Vulcan）の完成を発表した。Vulcan は米国航空宇宙局（NASA）と米国エネルギー省
（DOE）の助成で進められた。全米の主要発電所や工場などの連続的排出モニタリング、産業地帯の
排出モデル、自動車の排ガス測定結果とモデル、その他排出情報を重ね合わせて計算し、空間単位
で 10km、時間単位で 1 時間という高精度の表示を実現した。本成果は、NASA が 2008 ～ 2009 年
に計画している CO2 量観測の新たな衛星打ち上げミッションに資するデータベースとしても活用さ
れる予定である。得られた結果は CO2 の現在の総量を現すものではないが、場所・時間・量など詳
細に状況把握できることにより、環境・エネルギー政策策定に有用なツールになると期待されている。
図表 1　2002 年の CO2 排出量分布マップ
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図表 2　1998 ～ 2002 年の冬季における CO2 排出量の変化
出典：参考文献 1)
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 ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials
トピックス 2　わずかな繊維の振動を電気エネルギーに換えるナノ発電システム
参　考
1)  科学技術動向 No.63, 2006 年 6 月号 , p.8
2)   Z. L. Wang, et al., SCIENCE, Vol.312, p.242
       (2006)
3)   Y. Qin, et al., nature, Vol.451/14, p.809 (2008)
　ジョージア工科大学の研究者らは、外周面に酸化亜鉛ナノワイヤーを無数に成長・配向させて
被覆した 2 本の有機繊維を絡ませたシステムを用いて、これらの繊維間の相対的動きを電気エネ
ルギーに変換できることを見出した。これは、2 本の繊維を絡ませることによって繊維外周の酸化
亜鉛ナノワイヤーを互いに接触させて、片方の繊維を移動させることで各ナノワイヤーに負荷を与
え、ナノワイヤー間の圧電効果によって電力を発生させる原理に因る。使用された有機繊維は高強
度・高弾性率・高靭性・高熱的安定性を有するケブラー繊維であり、酸化亜鉛ナノワイヤーは水熱
合成法により繊維外周面に成長・被覆された。1 本ずつの酸化亜鉛ナノワイヤーは、直径が 50 ～
200nm、長さが～ 3.5 μ m の単結晶になっており、繊維間に起電力を得るために片方のナノワイヤー
表面には厚さ 300nm の金が蒸着されている。このナノ発電システムのメカニズムを用いると、微風
や身体の動きなどから電気エネルギーを収集する織物の作製が実現できる。
　ナノデバイスは、その動作に、少量の電気エネ
ルギーしか必要としない。したがって、歩行・心
臓の鼓動・騒音や気流などに伴って生じるわずか
な振動の機械エネルギーから電気エネルギーを集
めるナノ発電システムは、パーソナル電子機器・
センシングなどの様々な用途に適用することがで
きる。しかし、このようなナノ発電システムでは、
例えば 10Hz 未満といった低周波領域でも機能す
る技術が必要である。また、有機繊維のような柔
軟な材料がこのシステムの対象になる。
　ジョージア工科大学の研究者らは、基板に垂直に
配向させた酸化亜鉛（ZnO）ナノワイヤーが曲げられ
た後に開放される際に発生する電荷を利用したナノ
発電素子を実現した1、2)。これらの研究者らは、今回、
酸化亜鉛で被覆された 2 本の繊維を絡ませ、1 本の
繊維の両端と他方の繊維の片側を固定したナノ発電
システムを作製した（図表 1）。繊維外周に被覆され
た酸化亜鉛は放射状に成長および配向させた無数の
ナノワイヤーからできている（図表 2）。研究者らは、
固定されていない片方の繊維を引張ることにより移
動させ、この両繊維の相対的動きを電気エネルギー
に変換できることを見出した。これは、繊維外周の
酸化亜鉛ナノワイヤーを互いに接触させて、片方の
繊維を移動させることで各ナノワイヤーに負荷を与
え、ナノワイヤー間の圧電効果によって電力を獲得
する原理に因る（図表 3）3)。
　使用された有機繊維は、高強度・高弾性率・高靭
性・高熱的安定性を有するケブラー繊維で、直径
が約数 10 μ m である。酸化亜鉛ナノワイヤーは水
熱合成法注）により繊維表面に急速成長させている。
1 本ずつの酸化亜鉛ナノワイヤーは、直径が 50 ～
200nm、長さが～ 3.5 μ m の 6 角形状の単結晶に
なっており、ナノワイヤー間の隙間は 100nm 程度
である。繊維間に起電力を得るために、対向する片
方のナノワイヤー表面には厚さ 300nm の金が蒸着
されている。
　このナノ発電システムのメカニズムを用いると、
微風や身体のわずかな動きなどから電気エネルギー
を収集する織物の作製が実現できると考えられる。
注　水熱合成法：反応容器に原料と水を入れて、
容器を密閉して加熱することによる高圧水蒸気
の存在下で行われる化合物の合成方法または結
晶成長方法を指す。
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図表 1  繊維を利用したナノ発電システムの模式図
図表 2  ZnO ナノワイヤー被
覆繊維間の状態
図表 3  ZnO ナノワイヤー
間の電圧効果による電荷
発生の模式図
ナノワイヤー
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トピックス 3　全球観測データを用いた月地形図の公開
レーザ高度計による観測
　国立天文台は、月周回衛星「かぐや」の観測データの解析を行って観測地点の座標および高さを算
出し、国土地理院は、この結果に基づいて月の地形図を作成した。作成された月地形図は 2008 年 4
月 9 日に公開された。地形観測は、｢ かぐや ｣ に搭載されたレーザ高度計で行われた。月面に向け 1
秒に 1 回、波長 1,064nm のレーザ光を発射し、月面で反射された光が衛星に戻るまでの往復時間か
ら衛星と月面との間の距離を求め、高度約 100 ㎞で月を周回する衛星の軌道情報と組み合わせるこ
とにより観測地点の高さが求められた。2008 年 3 月末時点の観測地点の数は、米国地質調査所の約
27 万を大幅に上回る約 600 万となり、従来の月探査機で観測されていなかった高緯度地域の高さも
観測された。今回発表された地形図は、2008 年 1 月 7 ～ 20 日の 2 週間分の観測地点 ( 約 113 万 )
のデータ処理を行って、作成されたものである。今後、さらに観測を続け、観測地点の密度を向上
させ、より詳細な高さのモデルを構築し、より高精度な地形図を作成する計画である。
　国立天文台は、月周回衛星「かぐや」の観測デー
タの解析を行って観測地点の座標および高さを算
出し、国土地理院は、この結果に基づいて月の地
形図を作成した。作成された月地形図は 2008 年
4 月 9 日に公開された。
　地形観測は、衛星に搭載されたレーザ高度計で
行われた。月面に向け 1 秒に 1 回、波長 1,064nm
のレーザ光が発射され、月面から反射された光が
衛星に戻るまでの往復時間を計測することで、衛
星と月面との間の距離が求められ、高度約 100 ㎞
で月を周回する衛星の軌道情報と組み合わせるこ
とで、観測地点の高さが求められた。レーザ高度
計の精度は、米国探査機 ｢ クレメンタイン ｣ が約
40m であったのに対し、｢ かぐや ｣ では約 5m で
ある。なお、地球の地形図では、地球重力場の等
ポテンシャル面のうち平均海面と一致するジオイ
ドからの ｢ 標高 ｣ が用いられるが、今回公開された
月地形図の高さの基準は、月の重心を中心とする
半径 1,737.4km の球面である。
　これまでで最も詳細な月地形データは、米国
地質調査所が作成した ULCN2005 である。クレ
メンタイン (1994 年 ) に加え、アポロ (1968 ～
1972 年 )、マリナー 10 号 (1973 年 )、ガリレオ
(1989 年 ) の各探査機および地上観測による観測
データから決定した総計約 27 万の観測地点が含ま
れている。
　これに対し、今回の観測地点の数は 2008 年 3
月末時点で ULCN2005 の約 27 万を大幅に上回る
約 600 万となっている。また、従来の月探査機で
観測されていなかった高緯度地域の高さも観測さ
れている。2008 年 4 月 9 日に発表された地形図は、
2008 年 1 月 7 ～ 20 日の 2 週間分の観測地点 ( 約
113 万 ) のデータ処理を行って、作成されたもの
である。今後、さらに観測を続け、観測地点の密
度を向上させ、より詳細な高さのモデルを構築し、
より高精度な地形図を作成する計画である。
　｢ かぐや ｣ では、子衛星による 4 ウェイドップラ
観測を行って、裏側も含めた月の重力場の観測を
行う (2007 年 12 月号トピック )。月重力場の観測
結果と組み合わせることで、地殻などの内部構造
に関する情報が得られることも期待される。
　なお、｢ かぐや ｣ は 2008 年 4 月 11 日、搭載す
るハイビジョンカメラで、全面が青く輝いて見え
る ｢ 満地球の出 ｣ の撮影にも成功している。地球の
出は、月を周回する衛星から観測される現象だが、
満地球の出は、太陽、月、地球および月周回衛星
の軌道が一直線上に並ぶ時に見られる現象である。
 
参　考
1)   JAXA プレスリリ スー（2008 年 4 月 9 日）:
http://www.jaxa.jp/press/2008/04/20080409_
kaguya_j.html
2)   国立天文台「RISE 月探査プロジェクト」：
http://risewww.mtk.nao.ac.jp/
3)   国土地理院「月の地形図」：
http://gisstar.gsi.go.jp/selene/
4)   JAXA プレスリリ スー（2008 年 4 月11 日）:
http://www.jaxa.jp/press/2008/04/20080411
_kaguya_j.html
出典：JAXA
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　研究基金以外の研究者の財政的利害関係（財政支援・株・資産・特許・科学顧問・謝金・評議員・
組織的つながり）が、米国の科学報道記事にあまり記載されていないことを指摘する解析結果が、
科学誌PLoS ONEの科学政策分野で報告された。調査によると、利害関係について言及している記
事は、全体の11％に過ぎなかった。調査を行った研究者は、一般読者が「正しい情報を得た上での
判断(informed judgement)」ができるよう、科学専門誌は開示基準をもうけ、報道記事の中にも利害
関係の有無と内容を明記するようにすべきであると述べている。なおPLoS ONE誌は、2006年12月
に創刊された、原著論文を掲載するオン・ラインのみの形式の科学誌である。「開かれた査読」が意
図されており、読者が注釈・批評・評価を書き込むことも可能である。出版を契機として公共の議
論を惹起することが意図されている。
トピックス 4　科学報道における研究の利害関係の明記
参　考
Cook, D. et al.,‘Reporting Sicence and Clonflicts of Interest in the Lay Press.’ PLoS ONE issue12, e1266 (2007) : 
http://www.plosone.org/article/info%3Adoi%2F10.1371%2Fjournal.pone.0001266
　世論はしばしば科学報道に大きく影響される。科
学論文の電子媒体による出版が普及しても、専門外
の一般読者にとって、印刷媒体の科学報道は良い情
報源であり続けている。最近、研究基金以外の研究
者の財政的利害関係（財政支援・株・資産・特許・
科学顧問・謝金・評議員・組織的つながり等）が、報
道記事に記載されていないことを指摘する解析結果
が、PLoS ONE 誌の科学政策分野で報告された。
　Cook 等 は、Discovery、Scienctific American、
Popular Science、Science の各誌について 5 年間の
一面記事から、基礎科学・工学・臨床研究分野の主
要な課題を 15 項目選んだ。次いで、新聞記事データ・
ベースである Lexis/NexisAcademic News 上の、
米国の紙面および有線放送の報道（2004～2005年）
から、上記 15 課題の研究に関する記事を検索した。
各課題毎に 100 の記事を無作為抽出し、重複するも
のを除いた1152 記事に関して、研究内容・財源・
利害関係・新発見に関する記述（評価・中立・批判）
など 20 項目に関して解析を行った。その結果、科
学上の発見に対しては、ほとんどが好意的に評価す
る (49%) か中立的に記載する (49%) 記事であり、批
判的な記事はわずか (2%) だった。
　このうち利害関係について言及してある記事は、
全体の 11％（132 件）しかなかった。これらは、研
究者が商品化や特許申請につながる知的財産権を持
っている場合が多かった。利害関係自体に関しては、
記載のある 132 記事のうち、5 例が好意的に評価し、
1 例が批判的、残り 126 件は中立か、判定しがたい
内容だった。評価した例はすべて、公的機関と私的
機関の連携の利益を称揚するものだった。
　記載が無かった 1020 記事から無作為抽出した 112
記事について、PubMed と Google によって原 著
論文を検索すると73 報が特定できた。その内44 報
（60％）には財政的利害関係に関する記述が認められた。
　同じような視点からの先行調査研究では、財政
的な情報を開示している科学記事について、読者が
研究結果を批判的に見る傾向があると報告されてい
る。また、財源の開示に関する方針を明記した科学
専門誌は 33% に過ぎないという。Cook 等は、一般
読者が「正しい情報を得た上での判断（informed 
judgement）」ができるように、科学専門誌は開示基
準を設け、報道記事の中には、利害関係の有無と内
容を明記するようにすべきであると述べている。
　なお、PLoS ONE 誌は、2006 年 12 月に創刊し
たオン・ラインのみの科学誌で、専門分野を問わず
に原著論文を掲載している。誰でもアクセス可能で、
論文をダウン・ロードできる。査読者は一名で、主
に手法の妥当性によって採択の可否を決定する。む
しろ出版後に、「開かれた査読（community-based 
open peer review）」を受けることを意図している。
オン・ラインで読者からの注釈・批評・評価を掲載
することが可能で、出版を契機として、公共の議論
を惹起することを見込んでいる。また、出版業務は
NPO（Public Library of Science, PLoS）によって運
営され、著作権は Creative Commons Attribution 
License (CCAL) に準じ、著者が有する。PLoS 自体
は、設立時にGeorge Soros 氏率いる Open Society 
Institute から資金援助を受けている。
　このようなオン・ラインのみの科学誌の発行も新
しい動きとなっている。
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科学技術動向研究
持続可能な交通システムへの
モーダルシフト
－都市における路面交通システム（LRT、BRT、バス）の方向性－
藤本　博也
環境・エネルギーユニット
　2007年に発表された IPCC（気候
変動に関する政府間パネル）第 4 次
評価報告書 1) は、20 世紀半ば以降
に観測された全球平均気温の上昇の
ほとんどは、人為起源の温室効果ガ
スの増加によってもたらされた可能性
が高い、と結論づけるとともに、今
後数十年にわたる適切な緩和策に
よって世界の温室効果ガス排出量の
伸びを相殺し、削減できるとしてい
る。この緩和策の重要方策の一つに、
車から公共交通へのモーダルシフト
（人や貨物の輸送手段を転換するこ
と）が挙げられており、このためには、
車に過度に依存したライフスタイルや
行動パタ ンーの変革を後押しする政
策が不可欠と述べられている。
　一方、欧州では、モータリゼー
ションが進展中であった 1980 年代
から、都市部の公共交通を推進する
ための議論が盛んに行われてきた。
それは、都市部の大渋滞が原因によ
る大気汚染、およびその汚染による
歴史的遺産の喪失などを防ぎ、車で
占拠されて居心地が悪くなった ｢ ま
ち｣ を再生させたい、という人々の思
いが動機となっていた。終戦後にほ
とんど消滅した路面電車が欧州で
復活したのは、この頃からである。そ
してこのような議論は、1996 年に
OECD がまとめた “環境的に持続可
能な交通システム”（Environmental 
Sustainable Transport、EST）とい
う定義とそのガイドライン 2) にも踏襲
された。ガイドラインには、人 の々健
康面への配慮や社会・経済的側面と
の両立など多くの視点からの指針が
述べられている。この ESTという交
通システムの概念は、我が国におい
ても、温暖化対策とともに将来ある
べき社会システムとして認識されてお
り、都市のコンパクト化注 1）を目指し
た活気ある ｢まちづくり｣ を実現・推
進するためのキーワ ドーの一つとして
位置づけられている。
　最近、国内外でよく見かけるよ
うになってきた LRT（Light Rail 
Transit）と呼ばれる路面電 車や
BRT（Bus Rapid Transit）と呼ば
れる車両連結型のバスによる交通シ
ステムは、このような社会的要請に
応えるべく登場してきたものであり、
整備コストが比較的廉価でもあるた
め、多くの都市で活発に導入されて
いる。従来のアンティー クな路面電
車やバスと比べて近未来的な外観だ
が、新しい部分はそれだけではない。
新たな技術開発の進展によっては、
路面電車やバスという枠組みにはお
さまらない、新たな公共交通サービ
スへと進化していく可能性がある。
　本稿では、LRT の技術動向を中
心に紹介するとともに、将来社会ニー
ズを踏まえた今後の路面交通システ
ムに関する技術の方向性について考
察する。
■用語説明■
注1　都市のコンパクト化（コンパクト・シティ）：モータリゼーションの進展に伴い、車使用を前提とした住宅地
や商業地が郊外に無秩序に形成された結果、生活機能が広範囲に点在する｢まち｣が多く出現した。このような｢まち｣では、人
や物の移動が非効率なだけでなく、中心市街地の空洞化によって経済活動が抑制されたり、車依存に伴う健康面への悪影響
が懸念されるなど、多くの問題が指摘されている。｢都市のコンパクト化｣は、このような問題を解決するための概念的施策を
指し、すでに世界の多くの都市で実施されている。（詳細は2-4参照）
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図表 1　人の移動活動
2  公共交通機関へのモーダルシフトの必然性 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
２‐１
車依存の概況と将来
　2004 年、持続可能な発展のた
め の 世 界 経 済 人 会 議（WBCSD）
が 2050 年までの人と物の輸送に
ついてまとめた報告書 「Mobility 
2030」3) によると、人の輸送活
動は世界中で増加し、特に発展途
上国における活動の増加は急速で
ある、とされている（図表 1）。こ
れは、1 人あたり実質所得の伸び
などによって自家用車の所有率が
増加し続けることが要因である。
特に東欧や旧ソ連、中南米、およ
び中国における増加が今後は顕
著であると見込まれている（図表
2）。輸送車両のエネルギー効率が
将来技術で改善すること（乗用車
で平均 18％、トラック・航空機
で平均 29％のエネルギー削減率
と想定）を加味しても、温室効果
ガス排出量の抑制効果は、車両数
と平均的な利用の増加により相殺
され、結果として、温室効果ガス
排出量は増加し続けると見積もら
れている（図表 3）。
　ここで注目すべき点は、乗用車
（LDV)（図表 3）の温室効果ガス
排出量が継続的に増加し続け、将
来にわたって高い排出比率であり
続けるということである。発展途
上国にとってのモータリゼーショ
ンの進化は人や物の移動範囲を拡
大し、経済活動を高める、という
点においては歓迎されることであ
るが、温室効果ガス排出量の観点
からは憂慮すべき事態である。
࿑⴫㪈࿑⴫㪈
出典：参考文献 3)（原典：国連（UN）2001、WBCSD Mobility 2001）
( 兆（1012）旅客 Km/ 年）
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出典：参考文献 3)（原典：国連（UN）2001、WBCSD Mobility 
　　　2001）
࿑⴫㪉 ࿑⴫㪊
図表 2　自家用車保有率（地域別） 図表 3　温室効果ガス排出量（全世界合計）
２‐２
社会の車依存率
　では、現在の車依存は、具体的
にどの程度の比率を占めている
のであろうか。図表 4 は、世帯
家計の支出に占める輸送費用に
ついて、米国、英国、日本にお
ける結果をまとめたものである。
2003 年の家計総支出に占める輸
送費用の割合は、米国が最も大
きく 19.3%、日本は 8.5% であっ
た。さらに輸送費用の内訳を見て
みると、米国における公共交通機
関の費用支出はわずか 5.2% であ
り、残りの 9 割以上が車両の購入
と車両の運転・維持という自家用
輸送手段の費用支出に費やされて
いたことがわかる。日本における
公共交通機関の比率は 28.7% と
圧倒的に高いが、それでも残り
の 71.3% が自家用輸送手段に対
して支出しているというのが現状
である。図表５は、人が移動する
際、どの交通機関を選択するのか
についてまとめた、モーダルスプ
リットの結果である。自動車使用
の比率は、米国の平均で 80% 強、
欧州の平均（EU15）で 80% 弱と、
両地域とも高い車依存状況を示し
ている。日本の平均は 60% 弱と、
࿑⴫㪌
㘧ⴕᯏ
᳓਄੤ㅢ
㔚ゞ
䊋䉴
ਸ਼↪ゞ
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図表 4　世帯家計の支出に占める輸送費用
図表 5　モーダルスプリットの比較
出典：参考文献 4）
米国　　　 英国　　　 日本
19.3%　　　16.7%　　　 8.5%家計総支出に占める世帯の輸送費用の割合
世帯の輸送および移動費用の内訳
公共交通機関                                      5.2%           13.5%           28.7% 
鉄道                                                   n.a.               3.1%           15.6%
バス                                                   n.a.               2.2%            3.0%
タクシー                                             n.a.               n.a.              2.9%
航空機                                                n.a.               2.0%            2.7%
高速道路                                             n.a.               n.a.              4.1%
その他                                                n.a.               6.0%            0.4%
自家用輸送手段                                   94.7%          86.5%           71.3%
車両の購入                                       46.9%            36.9%           22.7%
      自動車の購入                                   46.3%           34.7%          21.2%
       2 輪車 / その他の購入                        0.6%             2.2％           1.5%
車両の運転および維持                       47.9%            49.6%           48.6%
      ガソリン/モーターオイル                     16.8%           24.5%          16.6%
      維持 / 修理 / 部品                               8.7%            9.6%            8.3%
      駐車                                                   n.a.               n.a.           7.1%
      保険                                                10.7%           12.7%         11.5%
      その他                                            11.7%             2.8%           5.0%
n.a. ＝出所よりデータが示されていない。「その他」に含まれていると考えられる。
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図表 6　日本における都市圏規模別のモーダルスプリット
出典：参考文献 5）
欧米と比べれば低い依存状況であ
るが、都市圏の規模別に比較す
るとばらつきは大きい（図表６）。
2003 年（平成 15 年）の東京圏に
おける自動車使用比率は 33% と
非常に低い。一方、三大都市圏（東
京、大阪、中京）を除く全国の地
方都市圏における自動車使用比率
は 84% と高く、同時に鉄道の使
用比率が 8% と極めて低い。この
ことより、日本においては、規模
の小さい地方都市圏において、車
依存が顕著であることが分かる。
２‐３
交通手段による
環境負荷の違い
　車依存型社会の問題は、環境に
与える影響の大きさにある。図表
7 は、交通機関の使用によってど
れくらいのエネルギーを消費し、
CO2 を排出するのか、交通機関別
に比較した結果である。乗用車の
原単位はエネルギー消費、CO2 排
出量ともに大きく、鉄道の 10 倍
以上、バスの 2 倍以上ある。この
ことから、単位輸送（人・km）あ
たりの環境負荷に優れる公共交通
機関を利用促進することが、地球
温暖化対策の施策の一つになるこ
とが明らかである。しかしながら、
図表 7　交通機関別のエネルギー消費と CO2 排出量の原単位
出典：参考文献 6）
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3  路面交通（LRT、BRT、バス）の技術と便益●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
３‐１
交通システムにおける役割
　図表 8 は、最近導入された LRT
と BRT の例である。近未来的な外
観とともに、技術的、社会システム的
にいくつかの特徴を有している。基本
的な役割としては、これまでの公共交
通機関に足りなかったものを補う、と
いうことに合致した機関である。
　図表 9 は、LRTと BRT の輸送
能力についてまとめたものである。
表定速度と最大輸送力の関係にお
そもそも誰もが公共交通機関を利
用可能なのか、という公平性や、
用途や利便性などライフスタイル
に合致しているか、という有益性
が必要要件として備わっていなけ
れば、自発的な公共交通機関への
乗り換えを期待するのは難しい。
最近、国内外でよく見かけるよう
になってきた LRT と呼ばれる路
面電車は、このような社会的要請
に合致するものとして注目されて
おり、｢ まちづくり ｣ を革新する
ために不可欠な道具として位置づ
けられているのである。
２‐４
車依存による
｢ まち ｣ の問題と対策
　1970 年 代 頃 か ら の モ ー タ リ
ゼーションの進展に伴って、車使
用を前提とした住宅地やショッピ
ングセンターなどが無秩序に郊外
に形成された結果、｢ まち ｣ とし
ての機能が広範に拡散して点在
し、かつ分断された状態に陥った
（これをスプロール化と呼ぶ）。ス
プロール化した ｢ まち ｣ では、①
人や物の移動に要するエネルギー
および時間的損失が大きい、②
人々が歩かなくなるので、成人
病など健康面への影響が懸念され
る、③高齢者や子供などは車を運
転できないので、交通機関サービ
スとしての公平性に欠ける、④中
心市街地の人口密度が低下し、経
済活動の発展が抑制される、など
多くの社会的問題が指摘されてき
た。現在、世界の多くの都市で実
施されている ｢ 都市のコンパクト
化 ｣ は、このような問題を解決す
るための概念的施策であり、中心
市街地において商業だけでなく居
住も含め多面的に集積度を高め、
コンパクトで活気ある ｢ まちづく
り ｣ の再構築を目指す考え方であ
る。そして、このような ｢ まちづ
くり ｣ を実現させるための鍵の一
つが、LRT 導入による新たな交通
ネットワークの形成である。居住、
就業、病院、学校、商店、行政など、
生活機能として必要な施設のでき
るだけ多くを LRT で繋ぐことに
よって、人々が徒歩で ｢ まち ｣ の
中を移動できることを前提とした
コンパクトな ｢ まちづくり ｣ を目
指している。コンパクト化の具体
的な方策としては、都市機能の集
約形態によって、中心市街地に集
中して ｢ まち ｣ を形成する“一箇
所集中型”と、複数の小さな ｢ ま
ち ｣ を結ぶ“多核的集約型”の 2 種
類に大別される。
　1980 年代から施策が展開されて
きた欧米に比べて我が国は遅れては
いるが、2006 年に改正された「まち
づくり三法」を起点に、今後日本にお
いても ｢ 都市のコンパクト化 ｣ が加速
するものと思われる。
２‐５
LRT を導入した
｢ まち ｣ の事例
　国内における LRT の導入例とし
て注目されている富山市について、
以下に概要を記す 7)。
　富山市は、全国の県庁所在都市
の中では人口集中地区の人口密度が
最下位と空洞化が進む一方、郊外で
の持ち家志向や自動車依存のいずれ
もが極めて高い水準にあった。この
ような市街地のスプロール化が進む
ことによって、道路等都市施設の整
備・維持、訪問介護等の福祉サービ
ス、およびごみの収集や除雪など、
移動を要する行政サービスの効率性
が低下すると同時に、行政サービス
を維持・改善するための財政的負担
が増大し続ける、という状況に直面
していた。また、既存の鉄道やバス
は、利用率の低下に伴って本数を減
らすなどサービスが悪化し、結果と
してさらに利用者が減るという悪循
環に陥っていたため、特に高齢者
や子供など交通弱者にとっての移動
手段が乏しく、不便で暮らしにくい
状況となっていた。そこで、富山市
は ｢コンパクトなまちづくり研究会 ｣
を 2002 年に発足させ、将来目指す
コンパクトな ｢ まち｣ の姿を策定し、
市民・企業・行政が協働で取り組む
実行計画を作り上げた。この計画の
中でコンパクトな ｢ まちづくり｣ のた
めの軸となったのが、LRT 導入に
よる新たな交通ネットワークの形成
であった。富山市では、すでにいく
つかの ｢ まち｣ に作られていた都市
機能を生かし、それらを交通ネット
ワークで結ぶ“多核的集約型”の方
策を選択した。この考え方を基に、
徒歩で利用可能な範囲に身近な交
通手段があり、基本的な生活サー
ビスが確保された、歩いて暮らすこ
とができる市街地環境づくりを目指
したのである。
13Science & Technology Trends  May  2008
持続可能な交通システムへのモーダルシフト－都市における路面交通システム（LRT、BRT、バス）の方向性－
࿑⴫㪏㪄㪈
࿑⴫㪏㪄㪉
図表 8　日本（富山市）で導入されている LRT（左）および欧州（オランダ、Eindhoven 地域）で導入されている BRT（右）
出典：参考文献 9）
図表 9　公共交通機関の輸送能力 図表 10　公共交通機関の整備コスト
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
出典：参考文献 8）
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
いて、これまでは路線バスと新交通
システム（モノレールなど）あるいは
地下鉄の間が不連続であり、公共
交通機関のネットワークとして電車
と路線バスの組み合わせが主であっ
た。一方、図表 10 に示したように、
地下鉄の投入には 1km あたり約
170 ～ 300 億円、新交通システム
でも約 70 ～150 億円の整備コスト
が必要であるため、建設に見合う乗
降客数が見込めない規模の都市で
は、従来は路線バスの選択しかでき
なかった。最近の LRTと BRT は、
評定速度では新交通システムに迫
る速度、整備コストではモノレール
（新交通システム）の 2 ～ 5 割であ
り、このようなトランスポーテーショ
ンギャップを補うものである。この
ような観点から、LRTと BRT は、
これからの ｢ まちづくり｣ のための
基幹ネットワークと位置づけられ、
これらによって公共交通サービスの
向上が期待されている。
３‐２
基本的な特徴と社会的便益
　LRT には従来無かったいくつ
かの特徴があるが、特に低床化と
IC カード式改札という新技術の
搭載によってもたらされた社会的
便益は大きい（図表 11）。
　低床化は、駆動システム（車輪と
車軸、モーターと歯車）の技術的革
新によって実現できた（図表 12）。
従来、左右の車軸を床下で連結し
てその軸をモーターで駆動してい
たのに対し、現在のシステムでは
左右別々の車輪にモーターを直付
け設置できたので、床下から車軸
を撤去することができた。その結
果、現在の LRT の床面の高さは、
地面からおおよそ 30cm 前後であ
る。この程度の段差であれば、停
車駅のホームを建設するコストが
廉価になるだけでなく、路面から
停車駅のホームまでの経路が短
く、乗降に時間がかからない。さ
らに、車両内に設置された IC カー
ド式改札が導入されているため、
車両から離れた改札を通過する必
要も無く、車両へ乗るまでの手間
がかからない。また、路面から停
車駅のホームまでのスロープを非
常に緩やかに、しかも狭いスペー
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図表 11　LRT の特徴
参考文献 10) を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 12　LRT の駆動システム例
参考文献 11) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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スでも作ることが可能となるの
で、車椅子を利用する人や高齢者
でも補助を必要とせず乗降が可能
となる。さらに、LRT のホーム
とバスの停留所を同一の高さとす
れば、LRT からバスまで段差の
ないシームレスな公共交通ネット
ワークができる。
３‐３
路面交通機関（LRT、BRT）
の技術的特徴
　 最 近 投 入 さ れ て い る LRT と
BRT の技術的特徴について、動
力源と操舵方式による構成の違い
から分類し、整理した（図表 13）。
LRT と BRT を駆動するための動
力源は、電動モーターとエンジン
の 2 種類である。電動モーター
（図表 12）は主に LRT に使われて
いる方式である。電源の供給方法
によって、車両上方の空間に設け
られた架線から供給する方式と、
車両下側の路面に埋設された溝か
ら供給する方式の 2 種類に分類
される。架線式の場合には、架線
自体を支持するための支柱や建物
など何らかの支持物が必要となる
が、路線沿いにすでに支持物があ
れば、設置は比較的容易である。
しかしながら欧州では、このよう
な人口的な支持物による景観破壊
や歴史的建造物へのダメージを防
ぐために、新たに設置される路線
では路面埋設式が増えてきてい
る。一方、エンジンは主に BRT
に使われている方式である。操舵
の方式は、軌道に沿って走り操舵
の必要が無いものと、車輪によっ
て転舵するものに分類される。ま
た軌道は、左右各々の車輪が軌道
に沿って走る 2 本式と、車両の中
心付近に設置されたガイドに沿っ
て走る 1 本式に分類される。1 本
式はゴム製のタイヤで駆動される。
軌道式の強みとしては、降雪地域
でも除雪機によって比較的容易に
走行できるので安定した運用がで
きること、また、車両の揺れが少
なく公共交通機関としてやさしい乗
り物であること、などが挙げられる。
　最近では、動力源として電動モー
ターとエンジンの組み合わせによ
るハイブリッド式の BRT も実用化
されている。架線から給電される
ところでは電動モーターで走行し、
環境に優しく、また、給電されな
いところではエンジンによって走
行し、格段に走行範囲を伸ばせる
ことになる。ただし、車両コスト
は高くつく。さらに、車輪を持ち
転舵するものの中には、路面に印
された白線や磁気マーカーを検知・
追従しながら自動転舵走行するこ
とによって、車両の停車時に停車
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図表 13　路面交通機関（LRT、BRT）の分類
参考文献 6、12）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 14　フランス（ニース郡）の電池搭載 LRT の導入（ALSTOM ㈱社製）
出典：参考文献 13）
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位置精度を高めて、乗降時の車両
と停車駅ホームとの隙間を低減さ
せる方式も実用化されている。
３‐４
最新の技術動向
　近年、LRT 向けの電池搭載技
術に関して、顕著な進展が見ら
れる。2007 年 12 月、フランス
のニース郡で、電池を搭載した
LRT が 登 場 し た（ 図 表 14）。 主
に架線による給電によって走行する
が、1km 以内の短区間のみ（最大
速度は時速 30km/h）では電池によ
る走行も可能である。架線からの給
電が無くても自走できるため、｢ ま
ち｣ の歴史的遺産であるマセナ広場
（Place Massena）やガリバルディ広
場 (Place Garibaldi) を傷つけるこ
となく、また景観を損なうことなく、
乗り入れすることが可能となった。
架線のない区間に入るとパンタグラフ
は下降し、架線のある区間に戻ると
再び上昇して電池への充電が開始さ
れる。自走走行区間は 1km とま
だ短いが、観光や買い物で賑わう
地域への公共交通サービス拡大と
景観・歴史的遺産保全の両立に貢
献することができ、社会的な意義
は大きい。欧州においては、この
ような歴史的遺産を保有する観光
都市が多いことから、今後投入さ
れる LRT に対しては、このよう
Charger
c Copyright ALSTOM 2008
Temperature-controlled
battery casing
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図表 15　ニッケル水素電池搭載 LRT の実証試験 ( 川崎重工業 (株) 社製）
パンタグラフからの急速充電試験（接触式）
図表 16　リチウムイオン電池搭載 LRT および給電システムの実証試験
出典：参考文献 14）
出典：参考文献 15）
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先進電動コミュニティバスの試作機 路面に設置された給電装置
図表 17　電動コミュニティバスの実証試験
（（独）NEDO 技術開発機構からの補助金により、早稲田大学、（独）交通安全環
境研究所、昭和飛行機工業（株）にて共同実施）
出典：参考文献 16,17）
（（独）NEDO 技術開発機構からの委託業務により、（財）鉄道総合技術研究所にて実施）
項　目 諸　元
き電 直流 600V　架空線および車載電池
車両構造 3 車体３台車連節構造
全長 15m
床高さ 330mm（出入り口部 )/360mm（客室部）
最小通路幅 800mm
定員 62 人（座席定員 28 人を含む）
運転最高速度 40km/h
設計最高速度 50km/h
主回路方式 相誘導電動機 IGBT インバータ制御
駆動用電池形式 車載用ニッケル水素電池（座席下搭載）
電池容量 274Ah
非電化区間可能走行距離 10km 以上（一般的な線区にて）
項　目 諸　元
形式 LH02 形
軌間 1067mm
定員 44 人（座席定員 20 人）
電源方式 架空電車：直流 1500V、600V バッテリー：直流 600V
空車質量 24.0t
最高速度 40km/h（軌道線）70km/h（鉄道線）
車体寸法 12,900（長さ）×2,230（幅）×3,800mm（パンタ折り畳み高さ）
350mm（低床部床面高さ）
台車形式 コイルばねインダイレクトマウントボルスタ台車
ブレーキ形式 回生蓄電併用型電気指令式空気ブレーキ方式
主電動機 3 相誘導電動機　定格出力 60kw × 4 台
主電動機制御 VVVF インバーター　150kVA × 2 群
電池 600V － 120Ah　リチウムイオン二次電池
電池・架線制御 電流可逆昇降圧チョッパ　600kW
な電池走行の要求がますます高ま
るものと思われる。
　 日 本 で も、 電 池 を 搭 載 し た
LRT の実証試験が始められてい
る。図表 15 は、ニッケル水素電
池を搭載した LRT の例である。
5 分間の接触式の急速充電によっ
て 10km の距離を電池だけで走
行することを目標に、2007 年 11
月から試験がスタートした。ま
た図表 16 は、リチウムイオン電
池を搭載した LRT の例である。
1000A では 40 秒間、500A では
3 分間の接触式急速充電できるよ
うにすることを目標に、2007 年
10 月から試験がスタートしてい
る。図表 15、16 のいずれも、冬
季の厳しい使用環境下を含めた諸
性能に関して実証データを蓄積し
ている段階であり、早期の実用化
を目指している。
　一方、バスの動力源を電動モー
ターにした電気自動車の車両に、
非接触で充電する研究開発や実証
試験もスタートしている。図表 17
は、電動モーターを搭載し低床化
した小型バスで、車両の下側面に
非接触式の急速充電装置が搭載さ
れているものである 16)。停車中に、
路面からの給電装置を使って電磁
誘導により非接触で急速充電する
使い方を想定している。この場合、
送電効率 90％と損失の少ない性
能が確認されている 17)。また図表
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（（独）交通安全環境研究所を中核的研究機関として産学官の連携により「次世代低
公害車開発・実用化促進プロジェクト」として実施中。）
（（独）交通安全環境研究所、日野自動車（株）、国土交通省による共同実施）
４‐１
我が国の現状と評価
(1) 利便性・ネットワー ク拡張性
　前章まで見てきたように、低
床車両や IC カード改札を搭載し
た LRT によって公共交通サービ
スとしての利便性が従来より向上
している。例えば、2006 年に富
山市が実施した LRT 利用に関す
る調査によると、特に 60 代以上
の高齢者の利用割合が増え、LRT
導入前との比較では平日で 3.5 倍、
休日で 7.4 倍、利用者全体のうち、
平日は 30％、休日は 43％を高齢
者が占めており、高齢者からの支
持が増えている 19)。一方、LRT
のホームとバスの停留所を同一の
高さとしたシームレスな乗り継ぎ
が実現しているように、同じ路面
を共有する複数の交通機関のネッ
トワークは従来より拡張してい
4  現状の評価と将来技術への期待 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
る。今後、電動モーターや低床車
両化などの技術が搭載された将来
型の小型バスが普及すれば、この
交通ネットワークがさらに ｢ まち ｣
の細部まで行き渡るであろう。
　しかしながら、既存の鉄道との
乗り継ぎについては、まだ十分に
考えられてはいない。我が国の場
合には、欧州諸国とは異なり、地
上高くあるいは地下深くに駅舎や
ホームが位置するケースが多いた
めである。交通システム全体として
の利便性やアクセスの容易性を高め
るためには、長期の都市計画や ｢ま
ちづくり｣ を議論する段階で、人々の
移動を最短にする設計手法に移行す
ることが不可欠である。
(2) 安全性
　｢ まち ｣ の中で自動車や歩行者
の近傍を LRT が走行する場合に、
このような状況に不慣れな日本では
接触事故が増えるのではないかとい
う懸念が出ており、実際にいくつか
の事故事例も報告されている20)。後
方から近づいてくる LRT に気づ
かず、急に右折を始めた自動車が
軌道上をふさいだまま停止し、そ
こへ LRT が止まり切れずに接触
する、というケースが多いようで
ある。最近の LRT の道路に埋設
される軌道は、振動と騒音を抑制
するために一部が樹脂で形成され
ているが、自動車に乗っている場
合にはその静かさが災いし、LRT
の存在を気づかせ難くしている可
能性がある。これは、LRT だけ
ではなく、電動モータで駆動する
バスや自動車でも同様である。一
方、LRT では車両全体がカバーで
覆われており、車輪が露出してい
ない、という構造上の利点もあっ
て、人との接触においては悲惨な
巻き込み事故がこれまでは発生し
ていないようである。このようなこ
とから、現状においては ｢ 比較的安
全な｣公共交通機関として市民に受け
入れられているものと考えられる。実
図表 18　ハイブリッド（エンジン＋電動）バスの実証試験
出典：参考文献 18）
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18 は、大型のバス（ハイブリッド）
に同様の非接触式の急速充電装置
を搭載したもので、2008 年 2 月
から実証試験が開始されている。
　このように、電池を搭載し給電
を必要としない路面交通機関の実
用化において日本は出遅れていた
が、現在急速に進展中である。元々
電池技術に強みを持っているの
で、実用化する際には電池走行距
離が大幅に伸びるものと期待され
る。また、非接触式の急速充電に
ついても実用化試験が進められて
おり、電池走行地域のさらなる拡
張が期待できる。
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際に、欧州の都市では、人 で々混雑
した ｢まち｣ の中を LRT が接近しな
がら頻繁に走っている。しかし、将
来的には、運転手の判断だけではな
く何らかの技術的歯止めの開発が不
可欠と思われる。
(3) LRT 導入のための社会合意
と実績
　LRT 導入によって ｢まちづくり｣ の
再構築に成功した事例は日本ではま
だ少ない。しかし、今後は全国的
に導入が計画されているようであ
る。導入の動機としては、人口の
拡散化、および高齢化に伴う将来
の財政負担悪化を抑制することと
ともに、｢ まち ｣ 中心部の再活性
化がある。これら解決のためには
｢ まち ｣ をコンパクトに構築し直す
ことが必須であり、LRT や BRT
が基幹交通ネットワークとして位
置づけられている理由である。富
山市の例では、限られた財源を効
率的かつ効果的に LRT 投資に活
用していくために具体的な方策に
ついて様々な議論がなされた。富
山市は“公設民営”を掲げ、コンパ
クトな ｢ まちづくり ｣ について、
市民・企業・行政が協働で取り組
むことを基本に、第三者組織によ
る評価を吟味しながら、社会全体
の合意を形成した。事業について
採算がとれるレベルまで乗客数が
増加し、結果として自動車から公
共交通機関へのモーダルシフトは
約 12％であった 10)。このモーダ
ルシフトによる CO2 削減実績は、
2006 年度 1 年間で 436t と算出
された。このような経験が今後の
日本の他の地域でのモデルとなっ
て、LRT 導入が進展していくこと
が期待される。
４‐２
社会ニーズから見た
将来技術の方向性
　2007 年度にとりまとめられたイ
ノベーション 25 戦略に資するため、
科学技術政策研究所が設置した専
門家パネルにおいて、｢ 安全で持続
可能な都市 ｣ をテーマに 2025 年の
都市のあるべき将来像について議
論がなされた 21)。地球環境・エネ
ルギー問題の深刻化、人口減少と
拡散による都市の荒廃、自動車依
存と交通事故増加、自然災害に対
する都市のぜい弱性、という社会
的背景に対して、コンパクトな都
市、環境にやさしい都市交通、分
散エネルギーシステム、災害の少
ない都市、の 4 つに関する方策が
議論された。
　このような議論を振り返り、併
せて、4-1 も鑑み、将来の路面交
通機関のあり方について改めて俯
瞰すれば、望まれるものは、｢ 安
全で環境にやさしく、コンパクト
で活気のある ｢ まちづくり ｣ に貢
献する公共交通 ｣ であると言うこ
とができる。図表 19 は、それらを
具体的に記述したものである。ここ
では、将来求められるその姿から
必要な機能や性能を導き、さらに
必要な技術・システムの方向性や
要件についてまとめている。以下
には、将来の路面交通機関に求め
られる姿を 3 つに分けて述べる。
（1)「どこでも（施設内でも）走行し
ていて、楽にアクセスできる」
　これは例えば、屋根が設置され
た商店街やショッピングモール、
あるいは役所や病院等、人々が日
常生活する上で必要な場所に、た
とえ古くて狭い町並みであっても、
必ずアクセスできるポイントがあ
る、という姿を想定している。そ
のためには、架線がなくても走行
できること、さらにコンパクトな
車両であること、などが必要とさ
れるが、基本的には現状の研究開
図表 19　将来の路面交通機関に求められる技術・システムの方向性
科学技術動向研究センターにて作成
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持続可能な交通システムへのモーダルシフト－都市における路面交通システム（LRT、BRT、バス）の方向性－
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　将来必要な技術およびシステム
の方向性や要件には、大きく分けて、
すでに着手済みで近い将来に実現
可能な技術群と、研究としても未着
手あるいは開始直後の技術群があ
る。社会として実現すべき優先度を
決め、効率的にこれらの両方に取り
組むことが望まれる。さらに、これ
ら新技術利用によって新たな交通
システムを普及していくためには、
鉄道だけではなく車や自転車など
他の交通機関との乗り継ぎ易さ、あ
るいは料金システムの簡素化など、
社会システム全体としての価値を
向上させるための研究や施策が不
可欠である。以上述べてきたように、
利便性と社会的便益を高めるため
の技術開発を今後さらに推進する
ことができれば、都市における自発
的な公共交通へのモーダルシフト
はより加速し、過度な車依存社会か
ら脱することが可能になるものと
考えられる。
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catalog _ kyuuden.pdf
18)　 国土交通省ホー ムペー ジ、羽田空港にお
ける非接触給電ハイブリッドバス運航に
関する資料：http://www.mlit.go.jp/
kisha/kisha08/09/090206 _3 _ .html
19)　 国土交通政策研究所、少子高齢化・
人口減少時代に向けた地域交通事業
者の取組事例集、「富山ライトレール
株式会社」：http://www.mlit.go.jp/
pri/shiryou/pdf/jirei_r03.pdf
20)　 富山ライトレ ルー（株）、安全報告書：
http://www.t-lr.co.jp/topics/
safety/safety.pdf
21)　 文部科学省 科学技術政策研究所 科
学技術動向研究センター 、
NISTEP REPORT、No.101、 「2025
年に目指すべき社会の姿」、p.107 
(2007年 3月)
22)　 科学技術動向、No.66、2006 年 9
月号、｢ITS による自動車の社会・
環境負荷低減に向けて ｣
執●筆●者
藤本　博也
環境・エネルギーユニット
科学技術動向研究センター
特別研究員
◎
工学博士。日産自動車にて、エンジン研
究を経て研究企画・社会研究に従事。専
門は機械工学。
現在、環境・エネルギー分野で、将来あり
たい社会を実現するための科学技術と政
策に興味を持ち、調査研究を行っている。
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
21Science & Technology Trends  May  2008
海洋管理時代の幕開けと海洋科学技術
1  はじめに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
科学技術動向研究
海洋管理時代の幕開けと
海洋科学技術
工藤　君明
客員研究官
　これまで海洋は広く自由に利用
できるものとされてきた。しかし
近年はそれが見直され、海洋を管
理する枠組が構築されてきた。ま
た地球環境問題についても海洋の
役割が認識されるようになって
きた。このような海洋管理時代に
対応すべく、我が国では海洋基本
法が 2007 年 7 月 20 日に施行さ
れた。これを受けて海洋を「知る」
「守る」「利用する」という法の基
本的な考え方を踏まえ、海洋に関
する施策を総合的かつ計画的に推
進するために、今後 5 ヵ年にわた
る施策の基本方針となる海洋基本
計画が策定された。計画策定の政
策目標は、①海洋における全人類
的課題への先導的挑戦であり、②
豊かな海洋資源や海洋空間の持続
可能な利用に向けた礎づくりであ
り、③安全・安心な国民生活の実
現に向けた海洋分野での貢献、と
された。従来の「海洋を利用する
観点」から「管理する立場」へと政
策の基本を転換することが明確に
示された。このような海洋基本
計画は、総合海洋政策本部が各界
から提言を受けて原案をとりまと
め、2008 年 2 月に、広く国民か
ら意見を募集し最終版が策定さ
れ、2008 年 3 月 18 日に閣議決
定されたものである。
　また、海洋基本計画は我が国の
排他的経済水域（EEZ）注 1) におけ
る海洋政策を一元的に推進しよう
とするものである。①我が国周辺
海域で発見されているメタンハイ
ドレートは天然ガスの元となるも
のであり、今後 10 年をめどに商
業化を目指すこと、②外航海運業
の国際競争力を強化することを目
的として、日本籍船の数を今後 5
年間で二倍に増やすこと、③我が
国 EEZ において外国船が無断で
科学的調査することを制限する法
整備をすること、④省庁や独立行
政法人にある海洋情報を民間企業
や研究機関などが活用できるよう
に一元管理すること、など 12 の
施策からなっている。
　本レポートは海洋基本法の成立
と海洋基本計画が策定される背景
と流れについて概観し（図表 1）、
海洋科学技術政策の視点から課題
と今後への期待をまとめる。
2  海洋基本計画策定の概要● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
２‐１
海洋基本法成立の背景
　20 世紀の海洋は広く利用され
るとともに、海洋先進国による資
源獲得競争が激化した時代であっ
た。これを背景として国連の場
において、これまでの「狭い領海」
と「広い公海」を前提とする海洋の
管理と利用が見直されることにな
り、国連海洋法条約（海洋法に関
する国際連合条約）注 2) が 1982 年
に採択され、1994 年に発効した。
EEZ や大陸棚などによって海域が
区分され、公海部分が縮小され、
さらに公海における自由な活動も
制約され、沿岸国の権限が拡大す
るなど、新たな国際海洋秩序の枠
組みが構築されてきた。また地球
環境問題についても海洋の役割が
認識されるようになってきた。海
洋は巨大であり浄化能力があり、
科 学 技 術 動 向　2008年 5月号
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図表 1　海洋基本法の成立および新たな海洋立国の実現に向けた海洋基本計画の策定の背景と流れ
総合海洋政策本部資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
海洋基本法は我が国をとりまく国際的状況を背景として、これまでの我が国の海洋政策を見直し、国際的海
洋管理時代にふさわしい海洋立国をめざすものとして、海洋を「知る」「守る」「利用する」という視点から
6 つの基本理念にまとめられた。この基本理念を踏まえ、海洋に関する施策を総合的かつ計画的に推進する
ための海洋基本計画が策定された。
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■用語説明■
注1　排他的経済水域（EEZ）：国連海洋法条約に基づいて設定された水域であり、経済的な主権が及ぶ。自国の沿
岸から200海里（約370km）の範囲内にある水産資源や鉱物資源・エネルギー資源などを探査し開発する権利があ
るとともに、資源の管理や海洋汚染防止の義務を負う。なお「領海」は12海里（約22km）であり、沿岸国の主権が及ぶ。
注2　国連海洋法条約：1982年に採択され、1994年に発効した「海洋法に関する国際連合条約」の略称。海洋自由の原
則により維持されてきた伝統的な国際海洋秩序を全面的に修正した。海洋の開発と管理などでは沿岸国の役割と責任を
拡大し、また深海底とその資源を「人類共同の財産」とみなして開発と管理の新たな国際的体制を導入した。2007年7月時
点で155カ国・地域が加盟。日本は1983年に調印し1996年に批准した。なお、米国は調印したが批准していない。
注3　大陸棚限界確定問題：沿岸国は自国の大陸棚を確定し、その大陸棚に対して、生物資源および鉱物資源・エネ
ルギー資源を開発する権利を主張できる。EEZを超えて大陸棚を延伸できるが、この部分では海中の漁業資源については
権限を主張できない。国連海洋法における「大陸棚」は、地形学的な水深200mくらいまでの平坦な海底と異なり、深海域ま
でも含む法的な概念である。また国連海洋法第76条では大陸斜面を「沿岸国の陸塊の水面下の延長」と定義しており、この
同定には地質学的なデータが不可欠となる。大陸棚の延伸を要望する沿岸国は科学的な海洋調査データと自国の主張を
国連の大陸棚限界委員会に提出しなければならない。委員会は審査し大陸棚限界確定のための勧告をする。申請する期限
は2009年である。
注4　海洋権益をめぐる問題：EEZは領土の基線から200海里と定められているため、これにより領土紛争がひき起こ
され、また相手国とのEEZ境界線が未確定のまま残されたものがある。これにともない、EEZ内の資源をめぐる権益問題が
浮上した。我が国の場合には、東シナ海におけるガス田問題、竹島の領有権問題、沖ノ鳥島問題（沖ノ鳥島ではEEZを設定す
ることはできないとして外国籍船が調査活動を行う）などがある。
人類起源の環境負荷を緩和する機
能を担ってきたが、海洋自体におけ
る環境問題も顕在化してきている。
　1996 年には我が国も国連海洋
法条約を批准したが、国際海洋秩
序を補完する取り組みは進んでお
らず、現在でもなお進行中とされ
ている。我が国の海洋政策は海洋
を利用する者の利害を利用者間で
調整する観点からのものであり、
海洋を管理する立場から利用のあ
り方を調整する視点は無かったの
である。なかでも海底鉱物・エネ
ルギー資源と大陸棚限界確定への
対応については先送りされてきた。
　これには 4 つの原因があるとさ
れている。2006 年 7 月 26 日の
海洋技術フォーラム平成 17 年度
活動報告会の講演のなかで武見敬
三氏（当時参議院議員）は次のよう
に指摘している 1)。
(1) 縦割り行政
　海洋政策は、EEZ の管理（外務
省）、海洋環境の保護（環境省）、海
洋資源開発（経済産業省）、海運・
海上保安（国土交通省）、海洋科学
技術（文部科学省）というように、
縦割り行政のもとでばらばらに所
管され、海洋政策を統合的に決定
する機能が形成されなかった。
(2) 政治的リー ダー シップの欠如
　海洋問題を重要施策として、官
の縦割り行政の弊害を克服する政
治的リーダーシップがなく、総合
的に立案する問題意識が欠如して
いた。
(3) 海洋問題の先送り
　領土問題や EEZ の境界線確定、
EEZ 内の海洋権益の確保について
は、近隣諸国との敏感な問題が深
刻化することを憂慮し、問題を先
送りする傾向があった。
(4) 海洋問題に対する国民の一般
的関心の低さ
　世界が加速度的にグローバル化
するなかで、国民レベルにおける
海洋への関心は低下してしまった。
　海洋基本法は、大陸棚限界確定
問題注 3）と海洋権益をめぐる問題注 4）
の浮上により、海洋問題への関心が
近年再び高まってきたことを背景とし
て、制定に向けて検討された。この
動きには二つの流れがあった。一つは
「EEZ 内の海洋権益の確保」という視
点からのものであった 2)。この視点か
ら法律案を準備する過程で、海洋政
策の理念を示す法律が必要ではな
いかという要望が出された 3)。もう
一つの流れは海洋政策研究財団を
中心として 2006 年 1 月に提出され
た「海洋と日本：21 世紀の海洋政策
の提言」である 4)。
　この「提言」の主な内容は、海洋政
策大綱の策定、海洋基本法の制定、
海洋担当大臣の任命など行政機構
の整理、海に拡大した「国土」の管理
であった。内閣に総合海洋政策会議
を設け、新設の海洋政策担当相を中
心に、国を挙げて海洋政策に取り組
む体制を整えるべき、という内容で
あった。このような海洋基本法を制
定することによって以下のことが
期待されるとした。
(1) 政策全体の戦略欠如について
は、形骸化した「関係省庁連絡
会議」を強い権限をもつ「総合
海洋政策会議」に改める。
(2) EEZ 内の資源開発問題について
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は、外務省と経済産業省が連携
して国益に沿った対応に改める。
(3)日本籍船と日本人船員の激減
については、税制を含め、総
合的な対策を迅速に実施する。
　以上のような我が国をとりまく
国際情勢の変化や我が国の海洋政
策への提言などを踏まえて、海洋基
本法がまとめられることになった。
２‐２
海洋基本法の理念と
海洋基本計画の方針
　海洋基本法は 2007 年 4 月に議
員立法として可決され、同年 7 月
20 日に施行された。この基本法
には 6 つの基本理念が掲げられ、
この基本理念が海洋基本計画の方
針にもなっている 5)。基本計画の
方針の概要を以下にまとめる。
(1) 海洋の開発および利用と海
洋環境の保全との調和
・沿岸域は多様な海洋生態系の
場であり、また高度に利用さ
れていることから、環境負荷
の低減や生態系の保全と再生
を重視した政策とする。
・我が国の EEZ や大陸棚は広大
であり、海底鉱物資源が豊富
であることから、将来の開発
利用を重視した政策とし、ま
たこのための調査を計画的に
進める。
・深海底の未開発エネルギー資
源の開発について、政府の役
割を明らかにする必要がある。
(2) 海洋の安全の確保
・海上輸送および海洋権益に関わ
る海洋の安全確保に向け、法制
度の整備を含む体制強化を進め
る。
・海洋に由来する自然災害の脅威
に対応するため、国民の生命・
財産を守る海洋施策に取り組む。
(3) 海洋に関する科学的知見の
充実
・各種の行政分野における海洋
調査は目的に応じた方法で行
われ、調査結果が施策に活用
されており、このような海洋
調査の推進方法は妥当と言え
るが、各種調査の効率化とデー
タの共有化を推進するため、
運用体制を整備し、更なる充
実を図るべきである。
・科学的に未解明な分野が多い
海洋に関する基礎的基盤的な
科学的知見を充実させ、調査
研究成果を社会・経済に還元
することが重要であり、この
ため海洋に関する情報を一元
的に管理し提供する体制の整
備、若手人材の育成・確保等
が必要となる。
(4) 海洋産業の健全な発展
・海洋産業の健全な発展を図る
ため、競争条件を整備し、体
質改善を進めることにより、
競争力のある基盤を整備して
いくことなどが必要である。
・海洋関連技術、海洋資源、海
洋空間を活かした新産業の創
出に積極的に取り組むべきで
ある。
(5) 海洋の総合的管理
・海洋に関するさまざまな情報
を総合的に収集・整備・管理
する体制を早急に構築すべき
である。
・国際社会においては、平和的
で衡平かつ持続可能な開発・
利用の実現に努めることが必
要である。
・沿岸域の総合管理にあっては、
陸域からの影響緩和や利活用
を図る施策を講じるべきであ
る。
(6) 海洋に関する国際的協調
・周辺海域において、我が国の
権益を確保するとともに、秩
序を安定したものとすべく、
国際ルールに則した問題解決
を追求する。
・広く全世界の海洋について、
海上交通の自由と安全の確保
や海洋水産資源の持続的利用
を実現するため、国際的秩序
を形成し発展させていくこと
が必要であり、我が国はその
先導的役割を担うべきである。
・地球環境に対する海洋の役割
は大きいので、地球環境問題
に貢献できる国際的活動にお
いても先導的役割を担うべき
である。
　これらの 6 つの基本理念は、海
洋を「知る」「守る」「利用する」と
いう視点を背景としてまとめられ
ていると言える。ここで、「知る」
とは、未解明な部分が多い海洋を
適切に利用・保全するために知識
を集約すること、「守る」とは、海
洋を持続的に利用していくため
に、海洋環境に配慮し、海上の安
全を確保すること、「利用する」と
は、我が国の経済社会の発展のた
めに海洋を開発し利用していくこ
とである。
２‐３
海洋基本計画の策定
　海洋基本計画は海洋基本法の
基本理念を踏まえ、海洋に関す
る政策を総合的かつ計画的に推
進していくことを目的として策
定され、2008 年 3 月 18 日に閣
議決定された。この計画は、情
勢の変化や施策の評価に応じて、
おおむね 5 年ごとに見直される
中期的計画である。また海洋基
本計画に基づき、海洋に関する
施策を集中的かつ総合的に推進
するための体制として、2007 年
7 月 20 日、内閣に総合海洋政策
本部が設置された（図表 2）。
25Science & Technology Trends  May  2008
海洋管理時代の幕開けと海洋科学技術
2008ᐕ 05᦬ 25ᣣ䋨ᩞᱜ䈠䈱 10䋩 
 
 6
䈖䈱ᣉ╷䈮䈧䈇䈩ၮ
ᧄᴺ䈱ቯ䉄䉎ᰴ䈱 12
㗄⋡䈏⸘↹ᦼ㑆ਛ䈮
ታᣉ䈜䈼䈐੐㗄䈫䈘
䉏䈢䇯㽲ᶏᵗ⾗Ḯ䈱5 
㐿⊒෸䈶೑↪䈱ផㅴ䇮
㽳ᶏᵗⅣႺ䈱଻ో╬䇮
㽴ឃઁ⊛⚻ᷣ᳓ၞ╬
䈱㐿⊒╬䈱ផㅴ䇮㽵
㒽਄ャㅍ䈱⏕଻䇮㽶10 
ᶏᵗ䈱቟ో䈱⏕଻䇮
㽷ᶏᵗ⺞ᩏ䈱ផㅴ䇮
㽸ᶏᵗ⑼ቇᛛⴚ䈮㑐
䈜䉎⎇ⓥ㐿⊒䈱ផㅴ
╬䇮㽹ᶏᵗ↥ᬺ䈱ᝄ15 
⥝෸䈶࿖㓙┹੎ജ䈱
ᒝൻ䇮㽺ᴪጯၞ䈱✚
ว⊛▤ℂ䇮㽻㔌ፉ䈱଻ో╬䇮㽼࿖㓙⊛䈭ㅪ៤䈱⏕଻෸䈶࿖㓙දജ䈱ផㅴ䇮㽽ᶏᵗ䈮㑐䈜䉎࿖᳃
䈱ℂ⸃䈱Ⴧㅴ䇮䈏೉᜼䈘䉏䈩䈇䉎䇯 
䈖䈱ၮᧄ⸘↹䈱╷ቯ䊒䊨䉶䉴䈮䈍䈇䈩䈲ᶏᵗ䈮㑐䉒䉎ቇⴚ⇇䉇↥ᬺ⇇䈭䈬ฦ⇇䈎䉌ឭ⸒䈏಴20 
䈘䉏䈢䇯ਥ䈭䉅䈱䉕䉁䈫䉄䉎䈫એਅ䈱྾䈧䈮䈭䉎䇯 
1䋩 ᄢቇ䈱ᶏᵗ⎇ⓥ⠪䉇ᶏᵗ㑐ㅪቇળ䈲䇮ᶏᵗ䈮䈍䈔䉎‛ℂ䊶ൻቇ䊶↢‛ቇ䈱ၮ␆⊛䈭䊒䊨䉶䉴
䉕ℂ⸃䈜䉎䈖䈫䇮ᶏᵗ⎇ⓥ䈱䈢䉄䈱ၮ⋚ᢛ஻䉕䈜䉎䈖䈫䇮ੱ᧚䈱ᢎ⢒䇮ฦ⇇䈱ᖱႎ䉕౒᦭䈜䉎
䊈䉾䊃䊪䊷䉪䈱᭴▽䈏㊀ⷐ䈪䈅䉎䈖䈫䉕ឭ⸒䈚䈢 6)7)8)䇯 
2) ↥ᬺ⇇䈲䇮ၮᧄ⸘↹䈏ฦ⋭ᐡ䈱ㅴ䉄䈩䈐䈢ᣉ╷䉕න䈮䈠䈱䉁䉁㓸䉄䈢䉍䇮Ⓧ䉂਄䈕䈢䉍䈚䈢䉅25 
䈱䈪䈅䈦䈩䈲䈭䉌䈭䈇䈫ᜰ៰䈚䈢䇯䉁䈢䇮ᶏᵗ↥ᬺ䈱ᝄ⥝䈫࿖㓙┹੎ജ䉕ᒝൻ䈜䉎ᔅⷐᕈ䉕
ᒝ⺞䈚䇮࿖ኅ⊛䈎䈧࿖㓙⊛䊒䊨䉳䉢䉪䊃䈫䈚䈩䇮ᚒ䈏࿖䈱▤ロ䈜䉎ᶏၞ䈱✚ว⊛⺞ᩏ䈫䊂䊷䉺
䈱৻ర▤ℂ䇮ᵗ਄ၮ࿾䈱᭴▽䈫ᵴ↪䇮࿖㓙⊛䈭ㅪ៤䈫ද⺞䉕ផㅴ䈜䈼䈐䈪䈅䉎䈖䈫䇮䉁䈢੹
ᓟ䈱᡽╷ផㅴ䈮䈅䈢䈦䈩䈲䇮↥ᬺ⇇䈱ᗧ⷗䈏᡽╷䈮෻ᤋ䈘䉏䉎૕೙䉕᭴▽䈜䉎䈖䈫䇮䈘䉌䈮
⋭ᐡ䈱❑ഀ䉍䈱ᑷኂ䉕ឃ䈚䈩䊃䉾䊒䉻䉡䊮ဳ䈪ᣉ╷䉕ផㅴ䈜䉎䉋䈉ⷐᦸ䈚䈢䋹)䇯 30 
3) ᳓↥㑐ଥ䈎䉌䈲䇮ᜬ⛯⊛⾗Ḯ೑↪䈻䈱ข䉍⚵䉂䉇䇮᳓↥ᬺ䈱⊒ዷ䈮⾗䈜䉎䈖䈫䈏᳞䉄䉌䉏䈩
䈇䉎 10)䇯 
4) ⥄ὼ଻⼔࿅૕䈭䈬䈎䉌䈲䇮ᶏᵗၮᧄᴺ䈪䈲ᶏᵗ䈱⾗Ḯ㐿⊒䉕ㅴ䉄䉎䈖䈫䈮㊀ὐ䈏⟎䈎䉏䈩
䈇䉎䈏䇮䈖䉏䈲ᣣᧄ䈱ᶏ䈱ⅣႺ଻ో䈮䈫䈦䈩䉅㊀ⷐ䈭ᓎഀ䉕ᨐ䈢䈜䉅䈱䈪䈅䉍䇮ᶏᵗၮᧄ⸘
↹䈮䈲ⅣႺ଻ో䈱ⷞὐ䉕⋓䉍䈖䉃䉋䈉ឭ᩺䈘䉏䈩䈇䉎䇯 35 
ᶏᵗၮᧄᴺ䈱ᣉⴕએ᧪䇮䋳࿁䈱✚วᶏᵗ᡽╷ᧄㇱળว䈏㐿௅䈘䉏䇮਄⸥䈱䉋䈉䈭ฦ⇇䈎䉌䈱ឭ
ౝ㑑ቭᚱ
೽㐳ቭ⵬
✚วᶏᵗ᡽╷ᧄㇱ੐ോዪ
ᧄㇱ㐳䋺 ౝ㑑✚ℂᄢ⤿
೽ᧄㇱ㐳䋺
ౝ㑑ቭᚱ㐳ቭ
ᶏᵗ᡽╷ᜂᒰᄢ⤿䋨࿖࿯੤ㅢᄢ⤿౗ോ䋩
ᧄㇱຬ䋺ᧄ䊶೽ᧄㇱ㐳䉕㒰䈒䈜䈼䈩䈱࿖ോᄢ⤿
✚วᶏᵗ᡽╷ᧄㇱ
ౝ㑑
ᐙ
੐
ળ
ዪ
㐳
⚖
㑐
ଥ
⋭
ᐡ
ෳ
ਈ
ળ
⼏
࿑⴫ 2㩷 ᶏᵗၮᧄᴺ䈮ၮ䈨䈒ᶏᵗⴕ᡽䈱ផㅴ૕೙
੐ോዪ䈲㑐ଥ䋸ᐭ⋭ 38ฬ䇮ෳਈળ⼏䈲ቇ⼂⚻㛎⠪ 10ฬ䈪᭴ᚑ䈘䉏䉎䇯 
✚วᶏᵗ᡽╷ᧄㇱ⾗ᢱ䉕ၮ䈮േะ䉶䊮䉺䊷䈮䈩૞ᚑ 
図表 2　海洋基本法に基づく海洋行政の推進体制
事務局は関係 8 府省 37 名、参与会議は学識経験者 10 名で構成される
（2007 年 9 月現在）
総合海洋政策本部資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
　今後 5 ヵ年を見通した本計画が
目指す政策目標は、海洋における
全人類的課題への先導的挑戦、豊
かな海洋資源や海洋空間の持続可
能な利用に向けた礎づくり、安全・
安心な国民生活の実現に向けた海
洋分野での貢献、とされている。
　海洋基本法は、海洋基本計画が
定めるべきものとして、「海洋に
関する施策についての基本的な
方針」と「海洋に関する施策に関
し、政府が総合的かつ計画的に講
ずべき施策」を掲げている。この
施策については、基本法において
基本的施策と定める次の 12 項目
が計画期間中に実施すべき事項と
され、具体化が図られた。①海洋
資源の開発及び利用の推進、②海
洋環境の保全等、③排他的経済水
域等の開発等の推進、④陸上輸送
の確保、⑤海洋の安全の確保、⑥
海洋調査の推進、⑦海洋科学技術
に関する研究開発の推進等、⑧海
洋産業の振興及び国際競争力の強
化、⑨沿岸域の総合的管理、⑩離
島の保全等、⑪国際的な連携の確
保及び国際協力の推進、⑫海洋に
関する国民の理解の増進と人材育
成、が列挙されている。
　この基本計画の策定プロセスに
おいては海洋に関わる学術界や産
業界など各界から提言が出され
た。主なものをまとめると以下の
四つになる。
1）大学の海洋研究者や海洋関連学
会は、海洋における物理・化学・
生物学の基礎的なプロセスを理
解すること、海洋研究のための
基盤整備をすること、人材の教
育、各界の情報を共有するネッ
トワークの構築が重要であるこ
とを提言した 6 ～ 8)。
2) 産業界は、基本計画が各省庁の
進めてきた施策を単にそのまま
集めたり、積み上げたりしたも
のであってはならないと指摘
した。また、海洋産業の振興
と国際競争力を強化する必要性
を強調し、国家的かつ国際的プ
ロジェクトとして、我が国の管
轄する海域の総合的調査とデー
タの一元管理、海洋開発等の拠
点としての洋上基地の構築と活
用、国際的な連携と協調を推進
すべきであること、また今後の
政策推進にあたっては、産業界
の意見が政策に反映される体制
を構築すること、さらに省庁の
縦割りの弊害を排してトップダ
ウン型で施策を推進するよう要
望した 9)。
3) 水産関連学会からは、持続的資
源利用への取り組みや、水産業
の発展に資することが求められ
ている 10)。
4) 自然保護団体などからは、海洋
基本法では海洋の資源開発を進
めることに重点が置かれている
が、海洋基本法は日本の海の環
境保全にとって重要な役割を果
たすものであり、海洋基本計画
には環境保全の視点を盛りこむ
よう提案されている。
　海洋基本法の施行以来、3 回の
総合海洋政策本部会合が開催さ
れ、上記のような各界からの提言
や 3 回の参与会議の意見を踏まえ
て海洋基本計画の原案がとりまと
められた。この原案に対してさら
に広く国民からコメントを求めて
最終案が策定され、海洋基本計画
が閣議決定された。
（
　　　
 ）
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　海洋科学技術の研究開発に関し
ては、海洋基本計画の「科学的知
見の充実」にまとめられている。
重要なキーワードはすべて網羅さ
れているが、今後の課題を指摘し
ておきたい。
３‐１
世界に繋がる海洋政策
　我が国は四方を海に囲まれた
「海洋国家」である。しかし海洋を
島国の防護壁とみなすのか、世界
と交流する開かれた道ととらえる
のかで大きく異なる。我が国では、
海洋によって諸外国から護られて
きたという意識が強く育まれてき
たのではなかろうか。これは海洋
基本法の基本的な考え方の一つで
ある「守る」という言葉にも象徴さ
れている。もちろん、「守る」こと
も大事ではあるが、海洋を通じて
広く世界の諸国と繋がっていくこ
とがより重要であり、海洋基本計
画が掲げる「海洋に関する国際的
協調」では世界と「繋がる」ことを
主眼とする必要がある。
　海洋で繋がる諸外国との利害関
係は複雑多岐にわたっている。航
行の自由と安全、海洋水産資源の
持続的な利用を実現していくため
に、我が国が国際的な秩序形成の
ために先導的な役割を担う必要が
ある。また、海洋の科学的調査の
対象海域は我が国の管轄権の及ぶ
EEZ にとどまらず海洋地球全体に
広がっている。他国の EEZ 内で
研究調査を行う際には、相手国の
許可が必要とされ、場合によって
は許可されないこともある。この
レベルの国際的な調整は個々の研
究機関の申請手続きのみでは困難
となっており、科学的な海洋調査
については、国家レベルのルール
をまとめ、統合して担うべき国家
的機関が必要とされている。
　一方、地球温暖化にともない、
北極海の氷が消滅する可能性が議
論されている。沿岸国にとってみ
れば、北極海の海底に眠る資源
開発の可能性が拓かれることにな
り、航路が開かれれば世界の物資
輸送の大変革が起こる可能性があ
る。しかし、北極海の氷が消滅す
れば、地球規模の海水循環と熱循
環が大変動することもまた明らか
である。したがって、これは北極
海沿岸国ばかりでなく人類全体に
関わる問題である。このような現
象を科学者の研究により解明して
いくばかりでなく、我が国として
北極海問題にどのような関与をす
べきかの戦略が必要であり、その
なかに個別の調査研究が位置づけ
られなければならない。
　海洋環境の研究開発において
は、特に近隣諸国との連携が大切
である。海洋の漂流・漂着ゴミ問
題は海洋基本計画の掲げる方針の
一つ「海洋の総合的管理」に含まれ
ており、発生源対策を含めた総合
的な取り組みが必要とされてい
る。我が国がゴミを海洋に排出さ
せないような施策を講じるべきこ
とは当然であるが、近隣諸国との
友好的で連携のある環境対策も同
時に進めていく必要がある。一衣
帯水での近隣諸国と、海洋科学技
術を共同で開発することや、役割
を分担して協力することなどの国
際連携が重要である。現時点では
研究者レベルでの交流が細々と続
けられているのが現状である。た
とえば、原油流出事故などのよう
な重大な海洋環境汚染など、たま
にしか起こらないけれども結果が
重大な事故の対策技術などは、開
発を各国が別々に細々と続けて
も、研究開発効率は悪く、開発さ
れた技術を維持発展させていくこ
とも困難であり、国際的な共同や
連携が求められている。
　このような課題を解決していく
ために、総合海洋政策本部には、
我が国の海洋政策全般を主導して
展開していくこと、また、関係国
の海洋科学技術の発展のために海
洋研究開発機関などが積極的に協
力できる施策を推進していくこと
が期待される。
３‐２
海洋における推進すべき
科学研究領域
　海洋基本法においては、海洋を
管理する視点からも、また安全・
安心な国民生活を実現するために
も、海洋を「知る」ことの大切さが
謳われている。基本法の第 4 条に
は海洋における科学的知見を充実
させる理念が掲げられ、第 22 条
には海洋調査を推進すること、第
23 条には海洋科学技術に関する
研究開発を推進すべきことが明記
されている。
　我が国は広大なユーラシア大陸
と太平洋に挟まれた島国であり、
地殻は極めて活動的である。いく
つかの海洋プレートが大陸プレー
トに沈み込んで造られた島弧で
あり、地震や火山活動などが活発
である。また周辺の海は浅海から
大水深の海域まで広く分布してい
る。さらに我が国は太平洋の西に
位置していることから、南西から
は暖流の黒潮、北東からは寒流の
親潮に洗われ、両海流が我が国の
近海でぶつかりあい、このため気
候や気象は多様であり、豊かな生
態系がつくられている。したがっ
て我が国の海洋に関わる研究は、
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図表 3　海洋科学における課題・研究・応用の分野資源を利用する研究から、地球環
境を理解するための研究まで広範
囲にわたっている。今後特に進め
ていくべき海洋科学の研究は、下
記のような領域である（図表 3）。
(1) 海洋底ダイナミクスの研究
　人間の時間スケールからすると
地球はほとんど固体であり、せい
ぜい地震や火山噴火などの活動
を目にするだけであるが、百万年
を単位とするような地球の時間ス
ケールでは、きわめて活発に変動
していて、かつての海洋底が世界
最高の山になったり、大洋底の裂
け目から湧き出した地球内部の物
質がベルトコンベアのように移動
して大陸地殻の下にもぐりこんで
いる。我が国における海溝型の地
震や火山の活動はこのような海洋
底のダイナミクスに関する研究が
なければ理解できないものであ
る。このような研究は、海底鉱物
資源やエネルギー資源の探査や利
用にも基礎的な知見を提供する。
(2) 気候変動に関わる海洋研究
　地球は太陽からのエネルギーを
低緯度で吸収し、高緯度で放出し
ており、熱が大気と海水によって
低緯度から高緯度へと運ばれてい
る。このようなエネルギーの移動
によって、地球の気候は現在の状
態で平衡している。大気と海洋と
でも熱のやりとりがあり、これに
よって大気が動いて風となり、海
水が動いて海流となり、さまざま
な時間的および空間的スケールの
変動が起こっている。しかし、人
類起源の地球温暖化にともない、
このような変動パターンがドラス
ティックに変わろうとしている。
2007 年に発表された IPCC（気候
変動に関する政府間パネル）の第
4 次報告書は、温室効果ガスの大
気中濃度の増加によって地球温暖
化が進行していると結論づけた。
温暖化により増加した熱の大部分
は海洋に吸収され、海洋表層の水
温が上昇すれば、海洋表層と深層
の海水混合が妨げられ、物質の循
環や生態系へ影響が出ると懸念さ
れている。また、北極海などでは、
海氷がかなりの速度で減少してい
ることが観測されている。
　海洋のさまざまな変動が、どの
ような規模と時間で進行していく
かを知るには、広範囲の緻密か
つ精緻な観測に基づく精度の高い
長期の予測研究が必須とされてい
る。これらに関する研究は世界各
国との国際協力で進めていかなけ
ればならない課題であるが、我が
国は積極的に関与あるいは主導
して進めなければならない。
(3) 生物多様性および生命の起
源と進化の研究
　気候変動にともない、海洋はさ
まざまな影響を受ける。大気と海
洋の熱や物質の流れが変動する
ばかりでなく、海洋生物の活動が
変化する。海洋生態系が変動し生
物多様性が減退することや、大気
CO2 が海水に溶け込むことによっ
て海洋が酸性化して、殻をもつ生
物種が死滅することも懸念されて
いる。これらがまた気候変動にど
のように影響するかも今後の研究
課題となっている。
　かつて海洋の生物は沿岸やごく
表層にしかいないと信じられてい
た。深海科学技術の発展とともに
科学的知見が蓄積され、海洋生物
に関する科学概念は、この四半世
紀で大きく変容した。海洋の中層
や深層にも多様な生物群集が発見
された。陸上や海洋表層の光合成
とはまるで異なる化学合成する生
物も発見され、これを基盤とした
生態系も形成されていることがわ
かった。また近年、海底下の深部
地下にも微生物群集が生息してい
ることがわかってきた。このよう
な研究は生命の起源や生物進化の
科学概念に大きな影響を与えてお
海洋研究により地球を「知り」、資源を「利用し」、環境を、また災害から「守る」。
これらの分野は相互に結びついている。
2008ᐕ 05᦬ 25ᣣ䋨ᩞᱜ䈠䈱 10䋩 
 
 8
㐿⊒䈘䉏䈢ᛛⴚ䉕⛽ᜬ⊒ዷ䈘䈞䈩䈇䈒䈖䈫䉅࿎㔍䈪䈅䉍䇮࿖㓙⊛䈭౒ห䉇ㅪ៤䈏᳞䉄䉌䉏䈩䈇䉎䇯 
䈖䈱䉋䈉䈭⺖㗴䉕⸃᳿䈚䈩䈇䈒䈢䉄䈮䇮✚วᶏᵗ᡽╷ᧄㇱ䈮䈲䇮ᚒ䈏࿖䈱ᶏᵗ᡽╷ో⥸䉕ਥዉ
䈚䈩ዷ㐿䈚䈩䈇䈒䈖䈫䇮䉁䈢䇮㑐ଥ࿖䈱ᶏᵗ⑼ቇᛛⴚ䈱⊒ዷ䈱䈢䉄䈮ᶏᵗ⎇ⓥ㐿⊒ᯏ㑐䈭䈬䈏Ⓧ
ᭂ⊛䈮දജ䈪䈐䉎ᣉ╷䉕ផㅴ䈚䈩䈇䈒䈖䈫䈏ᦼᓙ䈘䉏䉎䇯 
 5 
3.2 ᶏᵗ䈮䈍䈔䉎ផㅴ䈜䈼䈐⑼ቇ⎇ⓥ㗔ၞ 
ᶏᵗၮᧄᴺ䈮䈍䈇䈩䈲䇮ᶏᵗ䉕▤ℂ䈜䉎ⷞὐ䈎䉌䉅䇮䉁䈢቟ో䊶቟ᔃ䈭࿖᳃↢ᵴ䉕ታ⃻䈜䉎䈢
䉄䈮䉅䇮ᶏᵗ䉕䇸⍮䉎䇹䈖䈫䈱ᄢಾ䈘䈏⻭䉒䉏䈩䈇䉎䇯ၮᧄᴺ䈱╙ 4 ᧦䈮䈲ᶏᵗ䈮䈍䈔䉎⑼ቇ⊛⍮
⷗䉕లታ䈘䈞䉎ℂᔨ䈏ឝ䈕䉌䉏䇮╙ 22᧦䈮䈲ᶏᵗ⺞ᩏ䉕ផㅴ䈜䉎䈖䈫䇮╙ 23᧦䈮䈲ᶏᵗ⑼ቇᛛ
ⴚ䈮㑐䈜䉎⎇ⓥ㐿⊒䉕ផㅴ䈜䈼䈐䈖䈫䈏᣿⸥䈘䉏䈩䈇䉎䇯 10 
ᚒ䈏࿖䈲ᐢᄢ䈭䊡䊷䊤䉲䉝ᄢ㒽䈫ᄥᐔᵗ䈮᜽䉁䉏䈢ፉ࿖䈪䈅䉍䇮࿾Ზ䈲ᭂ䉄䈩ᵴേ⊛䈪䈅䉎䇯
䈇䈒䈧䈎䈱ᶏᵗ䊒䊧䊷䊃䈏ᄢ㒽䊒䊧䊷䊃䈮ᴉ䉂ㄟ䉖䈪ㅧ䉌䉏䈢ፉᒐ䈪䈅䉍䇮࿾㔡䉇Ἣጊᵴേ䈭䈬䈏
ᵴ⊒䈪䈅䉎䇯䉁䈢๟ㄝ䈱ᶏ䈲ᵻᶏ䈎䉌ᄢ᳓ᷓ䈱ᶏၞ䉁䈪ᐢ䈒ಽᏓ䈚䈩䈇䉎䇯䈘䉌䈮ᚒ䈏࿖䈲ᄥᐔᵗ
䈱⷏䈮૏⟎䈚䈩䈇䉎䈖䈫䈎䉌䇮ධ⷏䈎䉌䈲ᥦᵹ䈱㤥ầ䇮ർ᧲䈎䉌䈲ኙᵹ䈱ⷫầ䈮ᵞ䉒䉏䇮ਔᶏᵹ
䈏ᚒ䈏࿖䈱ㄭᶏ䈪䈹䈧䈎䉍䈅䈇䇮䈖䈱䈢䉄᳇୥䉇᳇⽎䈲ᄙ᭽䈪䈅䉍䇮⼾䈎䈭↢ᘒ♽䈏䈧䈒䉌䉏䈩15 
䈇䉎䇯䈚䈢䈏䈦䈩ᚒ䈏࿖䈱ᶏᵗ䈮㑐䉒䉎⎇ⓥ䈲䇮⾗Ḯ䉕೑↪䈜䉎⎇ⓥ䈎䉌䇮࿾⃿ⅣႺ䉕ℂ⸃䈜䉎
䈢䉄䈱⎇ⓥ䉁䈪ᐢ▸࿐䈮䉒䈢䈦䈩䈇䉎䇯੹ᓟ․䈮ㅴ䉄䈩䈇䈒䈼䈐ᶏᵗ⑼ቇ䈱⎇ⓥ䈲䇮ਅ⸥䈱䉋䈉
䈭㗔ၞ䈪䈅䉎䋨࿑⴫ 3䋩䇯 
(1) ᶏᵗᐩ䉻䉟䊅䊚䉾䉪䉴䈱⎇ⓥ 
ੱ㑆䈱ᤨ㑆䉴䉬䊷䊦20 
䈎䉌䈜䉎䈫࿾⃿䈲䈾䈫
䉖䈬࿕૕䈪䈅䉍䇮䈞䈇
䈟䈇࿾㔡䉇ἫጊྃἫ
䈭䈬䈱ᵴേ䉕⋡䈮䈜䉎
䈣䈔䈪䈅䉎䈏䇮⊖ਁᐕ25 
䉕න૏䈫䈜䉎䉋䈉䈭࿾
⃿䈱ᤨ㑆䉴䉬䊷䊦䈪䈲䇮
䈐䉒䉄䈩ᵴ⊒䈮ᄌേ䈚
䈩䈇䈩䇮䈎䈧䈩䈱ᶏᵗ
ᐩ䈏਎⇇ᦨ㜞䈱ጊ䈮30 
䈭䈦䈢䉍䇮ᄢᵗᐩ䈱ⵚ
䈔⋡䈎䉌ḝ䈐಴䈚䈢࿾
⃿ౝㇱ䈱‛⾰䈏䊔䊦䊃
䉮䊮䊔䉝䈱䉋䈉䈮⒖േ䈚
䈩ᄢ㒽࿾Ზ䈱ਅ䈮䉅䈓35 
䉍䈖䉖䈪䈇䉎䇯ᚒ䈏࿖䈮
࿑⴫䋳㩷 ᶏᵗ⑼ቇ䈮䈍䈔䉎⺖㗴䊶⎇ⓥ䊶ᔕ↪䈱ಽ㊁ 
ᶏᵗ⎇ⓥ䈮䉋䉍⃿䉕䇸⍮䉍䇹䇮⾗Ḯ䉕䇸೑↪䈚䇹䇮ⅣႺ䉕䇮䉁䈢ἴኂ䈎䉌䇸቞䉎䇹䇯䈖䉏
䉌䈱ಽ㊁䈲⋧੕䈮⚿䈶䈧䈇䈩䈇䉎䇯 
ᶏᵗᐩ䉻䉟䊅䊚䉾䉪䉴
࿾⃿↢๮
࿾⃿ⅣႺ
࿕૕࿾⃿
Ꮒᄢ࿾㔡⊒↢
䈱䊜䉦䊆䉵䊛
࿾⃿᷷ᥦൻ
᳇୥ᄌേ
↢๮䈱⿠Ḯ䈫ㅴൻ
↢‛ᄙ᭽ᕈ
ක⮎ຠ䈻䈱ᔕ↪
㒐ἴ
㋶‛⾗Ḯ
↢‛⾗Ḯ
⺖㗴 ⎇ⓥ ᔕ↪ಠ଀䋺
海洋底ダイナミクス
固体地球
科学技術動向研究センターにて作成
科 学 技 術 動 向　2008年 5月号
28
り、観測技術の革新によって今後
ともより一層の展開が期待されて
いる。
３‐３
海洋科学研究に
必要となる設備
　海洋基本計画には、「国際的に
も先導的な立場で海洋調査を推進
するためには、最先端の性能を有
する船舶、設備等が必要であるが、
現有の船舶、設備等のなかには老
朽化が進んでいることに加え、最
近の燃料費の高騰の影響により、
調査活動が制約されている面もあ
る」という現状が述べられている。
このような現状を改善するための
方策として、「調査計画等の情報
の共有化、運用の効率化を推進す
ること」、「施設・設備等の整備や
運用につき計画的かつ燃料費等の
情勢に柔軟に対応していくこと」、
また、「海洋管理に必要な基礎情
報について、各機関が連携・協力
し重点的に海洋調査を行う」こと
が必要とされる、とされている。
　以上のような現状に対して、こ
れまで関係諸機関はそれぞれが努
力を積み重ねてきた。これから
の問題は、老朽化した船舶あるい
は設備等をどのようなプロセスに
よって整備更新していくのかとい
う基準づくりにある。海洋研究船
のような特殊な船舶を長期間造ら
ないでいることは技術の継承とい
う観点からも問題であり、構造強
度の耐用年数と研究設備としての
陳腐化に対しては、諸機関の裁量
と努力のみに任せるのではなく、
総合海洋政策本部がしっかりとし
た基準を示す必要がある。近年で
は、南極観測船「しらせ」が護衛艦
に準ずるとして、基準となる就役
期間 20 年の後にさらに 4 年の延
命修理を施して 2007 年度いっぱ
いで退役となった。新南極観測船
が運航するまでには一年のブラン
クが生じるため、研究者から、さ
らに延命させるべきではないかと
いう意見もあったが、護衛艦とし
ての規則により廃船されることに
なった。先端的な性能を維持発展
させていくためには、運用期間等
の曖昧さを排除するためにも、規
則をもって更新すべきことを総合
海洋政策本部は各省庁に勧告し是
正させることができなければなら
ない。
　最近は、燃料費の高騰による影
響が甚大である。船舶・設備等を
効率的に運用する努力をするに
も、一機関ごとでの対応には限界
がある。巨額の経費をかけて開発
したものを無駄に遊ばせておくこ
とは問題である。船舶・施設等を
可能な限り効果的・効率的に運用
するために、諸機関の間で柔軟に
運用することを求め、運用経費の
負担は総合海洋政策本部が一括し
て財務当局と調整するほうが効率
的である。
　研究プラットフォームの整備に
ついては、ハードウェアの充実ば
かりでなく、それを動かし機能さ
せる人材の育成が欠かせない技術
伝承や、サービス産業の人材育成
と共通する基本的な問題である。
ハードウェアを充実させても、そ
れを動かし高品質のデータを取得
することができなければ宝の持ち
腐れである。調査観測を担う人材
を育成することは、各研究機関が
責任をもって進めなければならな
いが、それを義務として進めるよ
う総合海洋政策本部が勧告し、適
正でなければ是正させる権限と予
算措置を講ずる権限とを持たなけ
ればならない。海洋分野における
技術伝承と人材育成について、総
合海洋政策本部は国家戦略を示す
必要があるだろう。
　我が国の海洋観測に用いられる
計測機器は、ごく一部を除けば、
多くを外国からの輸入に依存して
いるのが実情である。海洋調査研
究費の多くの部分が外国からの機
器購入のために使われていること
は、高性能の計測機器が我が国に
存在しない現状ではやむをえない
ことである。外国との交流という
意味ではむしろ役立っているかも
しれないが、いつまでたっても自
立した調査研究ができない由々し
き事態とも言える。問題は、計測
機器を開発する技術者のインセン
ティブが失われていることにある
と考えられる。計測機器産業の振
興のために、計測機器の研究開発
を鼓舞するようなファンドを設立
することが期待される。
　次世代を切り開くようなシステム
開発において、イノベーションにつ
ながる要素を含むものを総合海洋
政策本部が高く評価する体制を創
りあげていかなければならない。
３‐４
総合海洋政策本部に期待される
トップダウン型の役割
　海洋研究を進める上で総合海洋
政策本部に期待される役割につい
て、これまで具体的な課題につい
て述べてきた。ここでは総合海洋
政策本部に求められる体制的な役
割について検討する。基本的には、
国家戦略としてトップダウンで推
進すべき海洋科学技術政策を示
し、それに基づき各省庁が主体と
なって推進する海洋施策とするこ
とである。戦略目標の明示は総合
海洋政策本部が強力に推進してほ
しい役割である（図表 4）。
　我が国に「基本法」はいくつもあ
るが、海洋に関連する基本法には、
海洋基本法の他にも、環境省の所
管する環境基本法、水産庁の所管
する水産基本法、また資源エネル
ギー庁の所管するエネルギー政策
基本法がある。各省庁が担当する
海洋政策はこれらの基本法に基づ
いて実施されてきた。新たに制定
された海洋基本法は所管が内閣官
房であり、海洋担当大臣は国土交
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通相の兼務となっているが、省庁
やその基本法に基づく政策を統括
することが期待される。
　科学技術の研究開発について
は、科学技術基本法の規定に基づ
き、総合科学技術会議の答申も踏
まえて「科学技術基本計画」が策定
されている。この推進にあたって
は、総合科学技術会議は司令塔と
しての役割を担っている。第 3 期
科学技術基本計画（2006 ～ 2010
年）には、「科学技術は社会の持続
的発展の牽引車」として「人類の未
来を拓く力」となり、人類が 21 世
紀に直面することになるであろう
地球規模の諸問題に対応すること
が謳われている。その重点推進四
分野の一つが「環境」であり、「海
洋」は推進四分野の一つである「フ
ロンティア」分野と位置づけられ
ており、国家基幹技術として戦略
的に推進されている海洋科学技術
の課題もある。
　今後、海洋科学技術の研究開発
は、海洋基本法と科学技術基本法
の両方に関係することになる。海
洋基本計画においては、「海洋に
関する情報の一元的管理・提供」
を目指すとしているが、ここでい
う「情報」が政府の調査機関が行っ
ているデータだけを指すものか研
究機関のデータも含むのか、現状
では不明確である。海洋基本計画
には、我が国として必要な海洋
データの内容を明示し、取得方法
や利用方法を統一することが求め
られる。またそのようなデータを
取得し利用するために必要となる
手法の技術開発については、研究
開発機関に新たに予算措置を講じ
なければならなくなるであろう。
図表 4　総合海洋政策本部に期待されるトップダウン型の役割
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トップダウン
海洋基本法は各省庁が所管する基本法のうち海洋に関連する政策を統括
することが期待される。総合海洋政策本部は各省庁が担当する海洋施策
については調整機関となるとともに、国民・産業界・学術界から意見や
提言を受け、国家の戦略目標をトップダウンで提示し、施策を評価する
ことが求められる。
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　海洋基本計画の策定においては、
海洋基本法の成立をきっかけとし
て、産業界や学術界等からさまざ
まな意見や構想が提案された。海
洋基本計画で策定された計画を各
界が実行していくことは我が国の
海洋における研究開発の将来につ
ながるものであり、研究コミュニ
ティの活性化にとっても重要であ
る。海洋の開発構想は関連分野が
多岐にわたり、初期投資が大きい
ために容易には実現しにくいとい
う側面はあったが、今後は、海洋
基本計画が策定されたことにより、
計画された構想の着実な進展が期
待される。
　海洋基本法で対象とされている
「海洋」とは、必ずしも EEZ や大陸
棚に限定されているわけではない。
地球環境や国際海洋法との関連も
あり、グローバルな意味での海洋
への取り組みが重要であるとされ
ている。一方、海洋基本計画にお
いて、「海洋」とは、我が国の統治
や管理のおよぶ範囲までとなって
おり、その範囲が限定されている。
そうすると、たとえば地球温暖化
によって北極海の氷が溶けてしま
うことが懸念されているけれども、
このようなグローバルな問題に対
して我が国では海洋科学技術政策
の提言がなされなくなる恐れがある。
　また、海洋権益の確保は、我が
国の EEZ・大陸棚における学術研
究活動、科学調査・観測、環境管理、
資源探査・開発、産業利用などを
科学技術動向研究センターにて作成
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実際にかつ持続的に展開すること
によってしか実現できない。日本
の大陸棚や EEZ 内の海底には、黒
鉱型海底熱水鉱床やコバルト・リッ
チ・クラストなど、有望な鉱床が
存在している。一方、水産資源は
再生産可能なものであり、持続的
に利用していくことが必須とされ
ている。さらに海洋は地球環境の
緩衝機能をもっている。これらを
より詳しく知るためにも国際的な
協調と連携が求められている。こ
れらを同時に実現していくためには、
海洋科学技術をハ ドー面・ソフト面と
もに世界のトップとなるように育成し
ていくことが必要であろう。
　海洋基本法には崇高な理念が謳
われているが、具体的な海洋施策と
予算要求は各省庁が行うことにな
る。しかし、総合的な海洋政策のた
めに予算が増やされるということ
は、当面、期待できず、海洋基本計
画に盛りこまれていない施策を実
行することは不可能となるであろ
う。また、各省庁がこれまでそれぞ
れの枠のなかで推進してきた海洋
政策は、より厳しい競争にさらさ
れることになると思われる。施策を
統括して推進していくため、総合海
洋政策本部には海洋基本法の理念
に基づいた強力なトップダウン型
リーダーシップが期待される。
　これまで海洋科学技術の分野で
研究開発などに関わってきた多く
の人たちには、我が国には海洋基
本法が存在しないために戦略的な
海洋政策が打ち出されないのだ、
と諦めにも似た意識があった。海
洋基本法および海洋基本計画が制
定されたからといって、すぐにあ
らゆる問題が解決されるわけでは
ないが、少なくとも我が国の海洋
関係者のみならず国民が共通の出
発点に立つことができたと考えら
れる。今後の各計画の実行にあたっ
て、総合海洋政策本部は、各省庁
が責任をもって実行している海洋
施策については調整機関となると
ともに、国の基本政策として進め
るべき政策課題については、我が
国の海洋戦略を高く掲げトップダ
ウン型で主導していくことが期待
される。総合海洋政策本部が海洋
基本計画を推進するにあたり、「海
洋」を我が国の主権が及ぶ EEZ な
どに限定することなく、地球全体
の海洋を考え、国際協力により世
界の国々と広く「繋がる」ことを期
待したい。また、我が国の海洋科
学技術政策が世界のモデルとなっ
ていくこともあわせて期待したい。
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